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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

(1）連結経営指標等             

売上高 （千円） 2,122,299 5,381,398 7,413,238 3,429,383 4,972,996 

経常利益 （千円） 148,410 327,086 463,404 455,907 112,613 

当期純利益又は 

当期純損失（△） 
（千円） 75,382 114,001 △390,192 323,635 44,668 

純資産額 （千円） 942,356 1,031,557 572,083 887,791 880,522 

総資産額 （千円） 3,480,367 5,910,367 1,894,939 5,130,821 5,253,613 

１株当たり純資産額 （円） 177,434.83 194,230.40 109,030.63 33,839.98 11,180.86 

１株当たり当期純利益 

又は当期純損失（△） 
（円） 14,193.65 21,465.22 △73,895.77 12,336.01 567.54 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 27.1 17.5 30.2 17.3 16.8 

自己資本利益率 （％） 8.1 11.6 △48.7 44.3 5.1 

株価収益率 （倍） 9.9 15.4 － 28.3 69.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △593,022 △1,554,447 △4,262,515 △1,360,763 △1,208,295 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △291,882 262,030 △247,350 155,563 △104,080 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 1,068,110 2,057,568 4,423,323 1,866,050 898,837 

現金及び現金同等物の 

期末残高 
（千円） 555,697 1,320,848 1,234,306 1,895,156 1,481,617 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（名） 

116 

(35)

112 

(33)

113 

(35)

137 

(29)

154 

(34)

 



 （注）１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 平成17年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、当期純損失であり、かつ、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。また、平成15年３月期、平成16年３月期、平成18年３月期及び平成19

年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３ 平成18年３月期の１株当たり配当額には、設立15周年記念配当1,000円を含んでおります。 

４ 平成17年３月期は当期純損失が計上されているため、株価収益率及び配当性向を記載しておりません。 

５ 平成18年２月20日付で、普通株式１株につき５株の株式分割を行っております。 

     ６ 平成18年10月１日付で、普通株式１株につき３株の株式分割を行っております。 

     ７ 平成16年３月期まで連結子会社であった株式会社Sea Capitalは、平成17年３月に全株式を売却したため連

結から除外しておりますが、平成17年２月28日までの損益計算書及びキャッシュ・フロー計算書について

は、連結しております。 

８ 平成19年３月期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

(2）提出会社の経営指標等           

売上高 （千円） 2,036,034 1,633,854 3,125,357 3,219,279 4,791,420 

経常利益 （千円） 167,831 69,151 167,050 446,872 88,895 

当期純利益又は 

当期純損失（△） 
（千円） 91,096 27,482 △338,150 319,324 54,234 

資本金 （千円） 399,160 399,160 399,160 399,160 399,160 

発行済株式総数 （株） 5,311 5,311 5,311 26,555 79,665 

純資産額 （千円） 958,070 960,752 569,000 880,397 882,162 

総資産額 （千円） 3,478,529 3,076,904 1,876,329 5,082,680 5,223,949 

１株当たり純資産額 （円） 180,393.59 180,898.66 108,442.92 33,558.13 11,208.47 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当

額） 

（円） 

（円） 

5,000 

(－)

5,000 

(－)

－ 

(－)

2,000 

(－)

334 

(－)

１株当たり当期純利益 

又は当期純損失（△） 
（円） 17,152.41 5,174.71 △64,040.05 12,171.70 689.09 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 27.5 31.2 30.3 17.3 16.9 

自己資本利益率 （％） 9.7 2.9 △44.2 44.1 6.2 

株価収益率 （倍） 8.2 63.8 － 28.7 56.9 

配当性向 （％） 29.2 96.6 － 16.4 48.5 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 
（名） 

108 

(35)

98 

(26)

105 

(22)

127 

(24)

151 

(29)



２【沿革】 

※１ 「エスクロウ」とは、第三者預託方式のことであり、一定の条件成立まで仲介の第三者（エスクロウ会社

等）に不動産や商品の代金その他を預ける方式のことであります。 

※２ 「スケルトン定借」とは、「つくば方式」ともいい、定期借地権を利用したマンションの建設のうち、建物

構造躯体部分など建物の基本構造にかかわる部分のみを分譲し、内装などは購入者に自由に設計させる方式の

ことであります。 

平成３年３月 分譲マンションの企画・販売を主たる目的として、株式会社セイクレストを大阪市淀川区に設

立。 

平成４年11月 エスクロウ（※１）を目的とした専門部署「業務課（現 業務管理部）」を設置いたしました。 

平成６年10月 販売の受託及び企画立案の充実のため「企画室」を統合し「事業部（現 受託営業部）」を設置

いたしました。 

平成７年５月 本社を大阪市淀川区西中島三丁目11番26号に移転いたしました。 

平成10年２月 住宅都市整備公団（現 独立行政法人都市再生機構）より民間委託第１号物件となる『アミング

潮江プラスト』（総戸数200戸）の販売を、人材派遣型販売提携として受託し、完売いたしまし

た。 

平成10年９月 良質な分譲マンションの普及を目的とし、スケルトン定借（※２）普及センター・コーディネー

ター支援部門に登録いたしました。 

平成12年６月 販売エリア拡大を目的としインターネット上にホームページを開設いたしました。 

平成13年11月 本社を大阪市淀川区宮原三丁目４番30号に移転いたしました。 

平成13年12月 当社株式が、日本証券業協会に店頭登録銘柄として登録されました。 

平成14年10月 大阪市淀川区に子会社、株式会社サプリメントサービス（現 連結子会社）を設立いたしまし

た。 

平成16年６月 東京都港区に東京支店を開設いたしました。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場いたしました。 

平成17年４月 当社における不動産流動化事業の強化・推進のため、「開発事業本部（現 事業本部）」を設置

いたしました。 

平成17年８月 広島市中区に広島営業所を開設いたしました。 

平成17年９月 東京都文京区に東京支店を移転いたしました。 

平成17年９月 信託業法に基づく信託受益権販売業の登録をいたしました。 

平成17年10月 不動産投資顧問業登録規程に基づく一般不動産投資顧問業の登録をいたしました。 

 平成18年７月  福岡市中央区に福岡支店を開設いたしました。 



３【事業の内容】 

 当社グループは、株式会社セイクレスト（当社）並びに連結子会社である株式会社サプリメントサービスによって

構成されており、当社は主に企画・販売代理事業、不動産流動化事業、企画不動産販売事業を、また、株式会社サプ

リメントサービスは主に人材派遣事業及びインテリアプランニング事業を行っております。 

    なお、当連結会計年度より、新規事業として企画・販売代理事業及び不動産流動化事業で培ったノウハウ等を活か

した分譲マンション及び分譲戸建住宅等の販売事業である企画不動産販売事業を行っております。 

 これらの事業の主な内容、各事業における当社及び連結子会社の位置付けは次のとおりであります。 

 なお、次の５部門は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 注記事項（セグメント情

報）」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一であります。 

     

（企画・販売代理事業） 

 当社は首都圏・近畿圏及び中四国圏・九州圏を中心にマンションの企画・販売代理事業を行っております。当該事

業におきましては、過去にマンションを販売した顧客及びモデルルーム来場者へのアンケート調査等を集積し、デー

タベースを構築しており、当該データを基に顧客トレンド及び市場動向等を分析し、デベロッパーにユニットや設備

仕様を企画提案するとともに、デベロッパーの代理として契約・諸費用の精算、登記取次事務、ローン事務、引渡、

資金回収等の業務を行い、デベロッパーから企画手数料・販売手数料を得ております。 

  

（不動産流動化事業） 

 当社は、不動産投資事業及びアセットマネジメント事業等の不動産流動化事業を行っております。 

    不動産投資事業では、投資不動産を発掘しデュー・デリジェンスを行って取得し、バリューアップを図った上で売

却するという事業を行っております。また、市場分析業務も行っております。 

 アセットマネジメント事業では、賃貸マンションやオフィスビル等の収益不動産を取得・保有する不動産賃貸業務

を行っております。 

  

   （企画不動産販売事業） 

     当連結会計年度より、新規事業として企画・販売代理事業及び不動産流動化事業で培ったノウハウ等を活かした分

譲マンション及び分譲戸建住宅等の販売事業を行っております。 

  

（人材派遣事業） 

 当社の連結子会社である株式会社サプリメントサービスでは、人材の流動化、業務のアウトソーシング化傾向を受

け、デベロッパー等の不動産・建設関連企業への派遣を中心とする人材派遣サービス事業を行っております。株式会

社サプリメントサービスによる当該事業は、時間給方式による派遣料金形態をメインとしつつ、営業業務の派遣につ

いては成功報酬型の派遣料金も組み入れた形式となっております。 

（インテリアプランニング事業） 

 当社の連結子会社である株式会社サプリメントサービスでは、マンションの契約者に対し、契約者が新居に求めて

いる間取りの設計変更及びフリープランの対応から、新居に必要な照明器具、インテリア雑貨、ファブリック及び造

作家具などのインテリアコーディネート及びカラーコーディネート並びに販売等の事業を行っております。 

  



 これらの事業を系統図で表すと以下のとおりであります。 

４【関係会社の状況】 

 （注） 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容 
議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）           

㈱サプリメントサービス 
大阪市 

淀川区 
10,000 

人材派遣事業及び

インテリアプラン

ニング事業 

90.0 

当社の役員が３名兼任しております。 

また、事務所の賃貸及び派遣人員の受入を行ってお

ります。 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社における状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当連結会計年度の平均雇用人員を外数で記載してお

ります。 

     ２ 全社（共通）は、管理部門の従業員であります。 

３ 従業員数は、前連結会計年度末に比べ17名増加いたしました。これは、主に当社の業容拡大に向けた福岡支

店における人員増加によるものであります。 

        ４ 当連結会計年度より、事業区分を新規追加しております。 

       「企画不動産販売事業」…主に分譲マンション及び分譲戸建住宅等の販売 

     ５ 「インテリアプランニング事業」の従業員数は、「人材派遣事業」の従業員が兼務しておりますので、主た

る業務を担う「人材派遣事業」に一括記載しております。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当事業年度の平均雇用人員を外数で記載しておりま

す。 

     ２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数は、前事業年度末に比べ24名増加いたしました。これは、主に業容拡大に向けた福岡支店における

人員増加によるものであります。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は労働組合を結成しておりませんが、労使関係は円満に推移しておりま

す。 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

企画・販売代理事業 117（29） 

不動産流動化事業 ８（１） 

企画不動産販売事業 ２（－） 

人材派遣事業     １（２）  

インテリアプランニング事業 －（－） 

全社（共通） 26（２） 

合計 154（34） 

  平成19年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

151（29） 29.9 3.4 5,391 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

    当連結会計年度におけるわが国経済は、金利の上昇懸念等により先行きの不透明感の払拭には至らなかったもの

の、企業収益の改善により設備投資が増加し、雇用情勢についても改善が続くなど、景気は緩やかな回復基調で推移

しました。 

 当社グループを取り巻く不動産業界におきましては、首都圏・近畿圏などの都心エリアで土地価格の上昇・下げ止

まりが見受けられ、特に堅調な企業収益の下支えによるオフィス需要の増加や不動産ファンドを通じた不動産流動化

事業マーケットへの資金流入により都心部における収益不動産の価格上昇が牽引されております。マンション業界に

つきましては、首都圏・近畿圏ともに高水準の供給が継続しており、供給エリアは都心部への集中傾向に改善が見ら

れ、周辺エリアへと拡大し、また、新規供給に占める大規模物件及び超高層物件の割合が大きくなっております。 

 このような状況のもとで、当社グループは、生活の最も重要な基盤である「住まい」の販売を通じて、デベロッパ

ーとユーザーそれぞれの満足を追求することに鋭意取り組み、また、コンプライアンスを最優先とした事業運営を行

ってまいりました。 

    しかしながら、平成19年１月16日に発覚いたしました当社元社員の証券取引法違反（インサイダー取引）の事件に

より、株主並びにお取引先などの多くの皆様に多大なるご迷惑とご心配をおかけする事態となりましたことを深くお

詫び申し上げます。今後は、内部管理体制並びにコンプライアンス体制のさらなる強化を図り、再発防止の徹底に努

め、一刻も早く皆様からの信頼を回復すべく全役職員をあげて全力を尽くす所存であります。 

    当連結会計年度の企画・販売代理事業におきましては、当該事件の影響により複数のプロジェクトが撤回されたこ

と及び不動産価格の上昇傾向に伴いプロジェクトの販売開始が遅延したこと等が大きく影響しました。 

    不動産流動化事業におきましては、不動産を取得しバリューアップを図った後に不動産ファンド等へ転売するとい

う不動産投資業務は、プロジェクト数が増加したことに伴い、前期を大きく上回りました。 

    この結果、当連結会計年度の売上高は4,972百万円（前年同期比45.0％増加）、売上原価は2,707百万円（前年同期

比117.6％増加）、売上総利益は2,265百万円（前年同期比3.7％増加）となりました。 

     販売費及び一般管理費は、福岡支店開設に伴う賃借料・維持管理費の増加や人員の拡充による人件費の増加等があ

りました。その結果、営業利益は315百万円（前年同期比40.2％減少）、経常利益は112百万円（前年同期比75.3％減

少）、当期純利益は44百万円（前年同期比86.2％減少）となりました。 

   当連結会計年度より、セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」における営業費用の配賦基準を変更

しております。なお、前年同期比較については、前連結会計年度の数値を当連結会計年度において用いた配賦方

法により算出し、比較を行っております。 

   当連結会計年度における事業の種類別の概況は以下のとおりであります。 

 （企画・販売代理事業） 

    当連結会計年度の企画・販売代理事業におきましては、当社元社員の証券取引法違反（インサイダー取引）事件の

影響により、複数のプロジェクトが撤回されたこと及び不動産価格の上昇傾向に伴いプロジェクトの販売開始が遅延

したこと等が大きく影響しました。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は738百万円（前年同期比27.6％減少）にとどまり、福岡支店開設に伴う賃借

料・維持管理費の増加や人員の拡充による人件費等の増加により、営業損失455百万円（前年同期は営業利益20百万

円）となりました。 

  

 （不動産流動化事業） 

    当連結会計年度の不動産流動化事業におきましては、不動産を取得しバリューアップを図った後に不動産ファンド

等へ転売するという不動産投資業務は、プロジェクト数が増加したことに伴い、前連結会計年度を大きく上回りまし

た。 

 その結果、当連結会計年度の売上高は4,108百万円（前年同期比83.0％増加）、営業利益は1,324百万円（前年同期

比32.5％増加）となりました。 

  

 （企画不動産販売事業） 

    当連結会計年度より新規事業として、企画・販売代理事業及び不動産流動化事業で培ったノウハウ等を活かした分

譲マンション及び分譲戸建住宅等の販売事業を行っております。 

 当連結会計年度の売上高は28百万円、営業利益は６百万円となりました。 

  



 （人材派遣事業） 

    当連結会計年度の人材派遣事業におきましては、人材派遣登録者の募集関連費用の増加等により、売上高は54百万

円（前年同期比33.1％減少）、営業利益は１百万円（前年同期比89.1％減少）となりました。 

  

 （インテリアプランニング事業） 

    当連結会計年度のインテリアプランニング事業におきましては、採算性を重視し、付加価値の高い取引を拡大さ

せ、採算性の低い取引を継続的に縮小させた結果、売上高は42百万円（前年同期比48.3％減少）となりました。ま

た、新たな収益源である不動産検索サイトに係る広告関連費用が増加したこと等に伴い、営業損失は19百万円（前年

同期は営業利益13百万円）となりました。 

  

(2）キャッシュ・フローの状況 

    当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比

べ、413百万円減少し1,481百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

    （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

     当連結会計年度において営業活動の結果使用した資金は、1,208百万円(前年同期比11.2％減少）となりまし

た。これは主に、不動産流動化事業におけるたな卸資産の取得による支出618百万円等によるものであります。 

  

    （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

     当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は、104百万円(前年同期は155百万円の資金増加）となり

ました。これは主に、投資有価証券の取得による支出81百万円等によるものであります。 

  

    （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

     当連結会計年度において財務活動の結果得られた資金は、898百万円(前年同期比51.8％減少）となりました。

これは主に、借入により資金調達した収入等であります。 

  



２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、仕入価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

     ４ 企画・販売代理事業及び人材派遣事業については、仕入実績がないため該当事項はありません。 

５ 企画不動産販売事業については、当連結会計年度より事業区分を新規追加したため、前年同期比については

記載しておりません。 

(2）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

     ３ 企画不動産販売事業については、当連結会計年度より事業区分を新規追加したため、前年同期比については

記載しておりません。 

４ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

５ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメント 仕入高（千円） 前年同期比（％） 

不動産流動化事業 3,151,139 △11.4 

企画不動産販売事業 22,799 － 

インテリアプランニング事業 30,884 △36.9 

合計 3,204,822 △11.1 

事業の種類別セグメント 販売高（千円） 前年同期比（％） 

企画・販売代理事業 738,258 △27.6 

不動産流動化事業 4,108,361 ＋83.0 

企画不動産販売事業 28,942 － 

人材派遣事業 54,928 △33.1 

インテリアプランニング事業 42,506 △48.3 

合計 4,972,996 ＋45.0 

相手先 
前連結会計年度 当連結会計年度 

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％） 

㈱ダイナシティ － － 1,966,510 39.5 

㈱クリード － － 962,458 19.4 

三木商事㈱ － － 510,000 10.3 

㈲ＪＣＩアセット 2,079,066 60.6 － － 



３【対処すべき課題】 

   企画・販売代理事業の環境におきましては、首都圏・近畿圏ともに高水準のマンション分譲供給が継続するものと

思われます。マンション分譲価格につきましては、デベロッパーの用地取得費及び建築費の上昇が続いており、大量

供給にも拘らず上昇するものと考えられます。長期的には、土地供給の減少に伴い、マンション供給戸数は減少する

ものと考えられますが、中期的には、首都圏において年間80,000戸、近畿圏において年間30,000戸程度の供給が行わ

れるものと予想しております。 

 このような状況のもと、当社グループといたしましては、①受託シェアの拡大、②収益性の向上を中期的な対処す

べき課題として掲げております。対処すべき課題に対する中期的な企画・販売代理事業戦略といたしましては、収益

性の高いエリアや開拓余地のあるエリアでのシェア拡大を図り、物件の早期完売等により信用力を拡大し、デベロッ

パーからの販売代理受託戸数の増加に取り組んでまいります。収益性の向上につきましては、設立以来、強みとして

構築している供給サイドのデベロッパーデータ及び需要サイドのユーザーデータのさらなる蓄積、さらには、マーケ

ティング手法の改善を図り、企画・営業力の向上、労働生産性の向上等に焦点を当てて取り組んでまいります。 

   不動産流動化事業の環境におきましては、①低金利等による物件供給を上回る投資資金の増加、②不動産ファンド

の拡大による流動性リスクの軽減、③地価及び賃料の上昇等により、収益不動産価格は上昇を続け、不動産利回りは

低下し続けております。今後の見通しといたしましては、短期的には、不動産流動化市場への資金流入及び収益不動

産価格の上昇は継続するものと考えておりますが、中長期的には、長期金利・ノンリコースローン金利の上昇または

収益不動産価格の上昇による不動産利回りの低下により、金利と不動産利回りとの差であるイールドギャップが縮小

し、不動産ファンドのレバレッジが効かなくなる状況も考えられ、不動産ファンドによる投資家へのリターンの減

少、不動産投資資金の減少を通じて、収益不動産価格が調整する局面も考えられます。 

 このような状況のもと、不動産流動化事業戦略における対処すべき課題といたしましては、不動産ファンド等へ転

売するという不動産投資業務について、不動産流動化市場が縮小し、収益不動産価格が調整していく場合も想定し、

売却時の利益確保のためにバリューアップの強化を図るとともに、デベロップメントにつきましても積極的に取り組

んでいきます。アセットマネジメント業務につきましては、保有する収益不動産に対しバリューアップを行うととも

に、新たにデベロップメントを行って中長期的に保有することにより、安定した収益確保を目指します。また、競合

が激化する不動産の取得につきましては、企画・販売代理事業のエリア拡大とともに、企画・販売代理事業との情報

共有体制を構築し、首都圏・近畿圏以外の主要都市にも情報エリアを拡大し、着実に流動化対象の不動産を取得して

いく予定であります。 

   また、新規事業である企画不動産販売事業につきましては、長年、企画・販売代理事業で蓄積したユーザーデータ

及び不動産流動化事業で培ったデュー・デリジェンス等のノウハウを用いて、分譲マンション・分譲戸建住宅等の仲

介業務や買取・販売業務を行っていく予定であります。 

 その他、収益力ある事業の柱を当社グループ内に育成するため、異業種への資本参加等を含め積極的に検討してま

いります。 

  

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす事

項として以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項については、当連結会計年度末におい

て当社グループが判断したものであります。 

   （1）事業におけるリスク 

    ①業績変動について 

      当社グループの業績におきましては、不動産市況、デベロッパーの供給動向、金利動向、住宅取得に関する

税制変更等の影響を受ける傾向にあり、また、デベロッパーによる開発許認可及び建築確認等取得の時期並び

に近隣対策等に要する期間のズレによる販売開始時期の変動が生じることもあり、これらの要因によって、上

半期から下半期への業績の偏りがみられたり、通期の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

       ②在庫リスクについて 

      当社グループでは、不動産流動化事業及び企画不動産販売事業において、積極的に物件取得を行っておりま

す。売却予定物件について、取得後、何らかの理由により売却が進まず、在庫が滞留した場合には、評価損が

発生すること等により、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

    ③有利子負債への依存について 

      当社におきましては、不動産の取得資金等を金融機関からの借入により調達しているため、総資産に対する

有利子負債への依存度が比較的高い水準にあります。今後、金融情勢の変化等により金利水準の変動があった

場合には、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 



   （2）人材について 

       当社グループにおきましては、人材は極めて重要な経営資源であり、中期経営計画を達成するには、優秀な人材

を確保し、スキルアップ研修やマネジメント層の育成が必要不可欠であります。これら人材の確保、研修、育成等

が十分にできない場合には、当社グループの成長及び業績の見通しに影響を及ぼす可能性があります。 

  

   （3）法的規制について 

 当社グループは、不動産業者として「宅地建物取引業法」に基づく免許及び「信託業法」に基づく信託受益権販

売業の登録、並びに「不動産投資顧問業登録規程」に基づく一般不動産投資顧問業の登録を受け、主に不動産販売

の事業を行っております。また、人材派遣業者として「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業

条件の整備等に関する法律」に基づく免許を受け、主に人材派遣の事業を行っております。今後、免許の取り消し

があった場合、有効期間の更新ができなかった場合等には、当社グループの成長及び業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項については、当連結会計年度末において当社グループが判断したものであります。

(1）財政状態及び経営成績についての分析 

 連結貸借対照表におきましては、資産合計が前年同期比122百万円増加し5,253百万円となりました。資産の増加

の主な原因は、不動産流動化事業における土地建物の仕入に伴うたな卸資産の増加によるものであります。また、

負債合計も前年同期比133百万円増加し4,373百万円となりました。負債の増加の主な原因は、たな卸資産の取得に

伴う短期借入金の増加によるものであります。 

 連結損益計算書におきましては、売上高及び売上原価が前年同期に比べ大幅に増加しており、売上総利益は前年

同期比3.7％増加の2,265百万円となりました。 

 また、販売費及び一般管理費におきましては、不動産流動化事業の拡大に伴う支払手数料の増加、当社の福岡支

店の開設費用及び人員の拡充による人件費等の増加により、営業利益は前年同期比40.2％減少し315百万円となり

ました。経常利益に関しましても、不動産流動化事業の拡大による金利負担増から営業外費用が増加しており、前

年同期比75.3％減少し112百万円となりました。 

 ㈱滴水の破産手続きにおける中間配当金に係る戻入に伴う特別利益の発生及び子会社における固定資産臨時償却

費に伴う特別損失の発生により、当期純利益は前年同期比86.2％減少し44百万円となりました。 

(2）経営成績に重要な影響を与える要因についての分析 

 企画・販売代理事業環境におきましては、マンション販売価格の先高観から発売時期及び供給戸数を慎重に検討

するという各デベロッパーの供給態度には依然変化はないと思われるものの、通期では2006年に先送りされた物件

の供給が順次行われることもあり、首都圏・近畿圏ともに高水準の供給が行われるものと思われます。平均価格に

ついては、デベロッパーの用地取得費及び建築費の上昇が続いており、大量供給にも拘らず上昇するものと考えら

れます。一方で、需要面においては、価格の先高観などによる需要の下支え等の好条件は継続するものと思われ、

住宅購入意欲を減退させることはないと考えられます。 

 不動産流動化事業環境におきましては、住宅や物流施設等に投資対象を特化した不動産ファンドなどが現れ、今

後も不動産流動化マーケットへの大量資金流入が継続し、幅広く展開されていくものと思われます。 



  

(3）戦略的現状と見通し 

 企画・販売代理事業におきましては、組織体制の変更等に伴う受託・営業機能の強化により、受託戸数及び契約

戸数の増加を見込んでおります。また、当該契約戸数を達成するうえで労働生産性の向上による収益性の改善が最

重要項目であると考えております。具体的には、社内教育体制を確立し、ノウハウの共有体制強化等を実施すると

ともに、組織の活性化や社員のモチベーションアップを図ることにより、労働生産性を向上させていきます。 

    不動産流動化事業におきましては、中・小規模の不動産の取得を積極的に展開し、収益性の低い不動産に対し

て、プロパティマネジメント、コンバージョン、リノベーション等のバリューアップを行うとともに、デベロップ

メントにつきましても本格的に開始し、不動産の付加価値を高め、これらノウハウの強化を図り、不動産流動化事

業をさらに拡大していきます。 

     企画不動産販売事業におきましては、企画・販売代理事業及び不動産流動化事業で培ったノウハウ等を活かし

て、分譲マンション・分譲戸建住宅等の販売業務を行っていきます。 

     販売費及び一般管理費に関しましては、各エリアにおける増員計画等によるコストの増加を予定しております

が、労働生産性の向上を図るとともに、一層のコストマネジメントにも取り組んでまいります。 

  

(4）資本の財源及び資金の流動性に係る情報 

 当社グループの資金状況は、連結貸借対照表における当連結会計年度末の現金及び預金残高が433百万円減少

し、1,511百万円となりました。有利子負債につきましては、たな卸資産の取得に伴う借入金の増加により増加し

ております。当連結会計年度において資本の財源に関して重要な影響を及ぼす事項はありません。 

 なお、当社は平成19年４月25日付で1,271百万円の資金借入を行っております。当該資金借入の概要は以下のと

おりであります。 

 ① 資金使途  販売用不動産の購入資金 

 ② 借入先の名称   ＳＭＢＣファイナンスサービス株式会社 

  ③ 借入金利  長期プライムレート＋1.5％ 

  ④ 借入期限   平成19年12月31日返済 

  ⑤ 担保提供資産   当該資金借入により取得する販売用不動産を担

保として提供しております。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）の当連結会計年度における設備投資額は、10,690千円であります。事業の種

類別セグメントの設備投資について示すと、次のとおりであります。 

(1）企画・販売代理事業 

 当連結会計年度の主な設備投資は、九州圏への営業進出のため福岡支店の開設費用として、総額5,450千円の投

資を実施いたしました。なお、重要な設備の除却または売却はありません。 

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注）１ 従業員数欄の［ ］は、臨時従業員数を外書しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。 

※事務所を賃借しており、当該事務所の年間賃借料であります。 

  

(2）国内子会社 

 （注）１ 従業員数欄の［ ］は、臨時従業員数を外書しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（名） 

建物 
工具器具 
及び備品 

土地 
（面積㎡） 

合計 

本社 

（大阪市淀川区） 

企画・販売代理事業 

不動産流動化事業 

企画不動産販売事業 

会社統括業務 

事務所 9,470 5,658 － 15,128 97[26]

東京支店 

（東京都文京区） 

企画・販売代理事業 

不動産流動化事業 
事務所 11,258 3,593 － 14,851 26[１]

広島営業所 

（広島市中区） 
企画・販売代理事業 事務所 1,271 691 － 1,963 15[１]

福岡支店 

（福岡市中央区） 
企画・販売代理事業 事務所 4,483 324 － 4,807 13[１]

賃貸用不動産 

（京都府八幡市） 
不動産流動化事業 

賃貸用マンシ

ョン 
66,124 － 

17,607 

(3,422)
83,732 － 

  平成19年３月31日現在

事業所名 
事業の種類別セグメ
ントの名称 

設備の内容 数量 
賃借料又はリース料（千円） 

賃借料（※） 年間リース料 

本社 

（大阪市淀川区） 

企画・販売代理事業 

 不動産流動化事業 

 企画不動産販売事業 

 会社統括業務 

工具器具及び備

品・車両運搬具 
14件 71,312 15,775 

東京支店 

（東京都文京区） 

企画・販売代理事業 

 不動産流動化事業 

工具器具及び備

品・車両運搬具 
２件 23,114 1,043 

  平成19年３月31日現在

会社名 
事業所名 

（所在地） 
事業の種類別 

セグメントの名称 
設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（名） 

建物 
工具器具 
及び備品 

合計 

㈱サプリメントサービス 

本社 

（大阪市淀

川区） 

人材派遣事業及びインテ

リアプランニング事業 
事務所 243 80 323 ３[５] 



(3）在外子会社 

 該当事項はありません。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

      該当事項はありません。 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注） 平成18年９月６日付開催の取締役会決議により、平成18年10月１日付で株式分割を行う定款の変更が行われ、会

社が発行する株式の総数は212,440株増加し、318,660株に変更しております。 

  

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） １ 同日付で、平成17年12月31日最終の株主名簿に記載された株主の所有株式数を、１株につき５株の割合を

もって分割しております。 

     ２ 同日付で、平成18年９月30日最終の株主名簿に記載された株主の所有株式数を、１株につき３株の割合を

もって分割しております。 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１ 当社保有の自己株式960株は「個人その他」に含まれております。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が740株含まれております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 318,660 

計 318,660 

種類 
事業年度末現在発行（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数(株) 
（平成19年６月28日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 79,665 79,665 
ジャスダック証券 

取引所 
－ 

計 79,665 79,665 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数

(株) 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金
増減額 
（千円） 

資本準備金
残高 

（千円） 

平成18年２月20日  

（注）１ 
21,244 26,555 － 399,160 － 112,840 

平成18年10月１日 

（注）２ 
53,110 79,665 － 399,160 － 112,840 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況 
単元未満 
株式の状況
（株） 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券会社 その他の 
法人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数 

（人） 
－ 3 14 17 2 1 1,522 1,559 －

所有株式数 

（株） 
－ 427 247 3,129 4,209 15 71,638 79,665 －

所有株式数

の割合

（％） 

－ 0.54 0.31 3.93 5.28 0.01 89.93 100.00 －



(6）【大株主の状況】 

 （注）１ 上記のほか、当社保有の自己株式が960株（1.21％）あります。 

２ 次の法人から、大量保有報告書の提出があり（報告義務発生日 平成19年５月15日）、次のとおり株式を所

有している旨報告を受けておりますが、当期末現在における当該法人の実質所有株式数の確認ができており

ませんので、上記「大株主の状況」には記載しておりません。 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％） 

青木 勝稔 大阪市淀川区 41,700 52.34 

青木 孝子 兵庫県宝塚市 6,000 7.53 

ゴールドマン・サックス・ 

インターナショナル 

（常任代理人 ゴールドマン・

サックス証券株式会社） 

東京都港区六本木６丁目10番１号 

六本木ヒルズ森タワー 
4,179 5.25 

中山 諭 東京都目黒区 3,100 3.89 

渡邊 有司 東京都目黒区 1,853 2.33 

株式会社秋村組 滋賀県近江八幡市出町170番地 900 1.13 

峠田 勲 奈良県奈良市 837 1.05 

和田興産株式会社 神戸市中央区栄町通４丁目２番13号 675 0.85 

株式会社かねわ工務店 
京都市中京区車屋町通丸太町下る砂金町

403番地 
345 0.43 

日本証券金融株式会社 
東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10

号 
327 0.41 

計 － 59,916 75.21 

氏名又は名称  住所  
所有株式数

（株） 

発行済株式総数に対する 

所有株式数の割合（％） 

 タワー投資顧問株式会社   東京都港区芝大門１丁目12番16号 2,793 3.51 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の「株式数（株）」欄には、証券保管振替機構名義の失念株式が740株含まれ

ております。また、「議決権の数（個）」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が740個含

まれております。 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式     960 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   78,705 78,705 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 79,665 － － 

総株主の議決権 － 78,705 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数
の合計 
（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

（自己保有株式） 

株式会社セイクレスト 

大阪市淀川区宮原三丁目４

番30号 
960 － 960 1.21 

計 － 960 － 960 1.21 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

  

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

         該当事項はありません。 

  

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

   該当事項はありません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注） 平成18年10月１日付で、株式分割（普通株式１：３）を行っております。 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った 

取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 960 － 960 － 



３【配当政策】 

 利益配分に関しましては、株主の皆様に対する安定した利益還元を経営戦略の根幹であると考え、継続的かつ安定

的な配当を実施することを基本としつつ、配当性向及び新規事業展開に備えるための内部留保の充実等を総合的に勘

案し決定する方針としております。 

    なお、内部留保金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、経営体質の強化及び将来の事業

展開に充当する予定であります。 

    上記方針に基づき第17期事業年度の配当金は、平成19年６月28日開催の第17回定時株主総会において、普通配当

334円を実施することを決定いたしました。この結果、第17期事業年度の配当性向は48.5％となりました。 

     当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

  これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

    当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。 

  なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

  

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１ 第15期（ ）表示の最高・最低株価は、平成16年12月12日までの日本証券業協会におけるものであり、平成

16年12月13日以降はジャスダック証券取引所におけるものであります。当社株式は、日本証券業協会への店

頭登録を取消し、平成16年12月13日付でジャスダック証券取引所に上場されております。 

２ ◇印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価については、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

決議年月日 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成19年６月28日 

定時株主総会決議 
26,287 334 

回次 第13期 第14期 第15期 第16期 第17期 

決算年月 平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 

最高（円） 315,000 384,000 
（1,000,000） 

 505,000 

1,540,000 

◇700,000 

395,000 

◇91,500 

最低（円） 115,000 115,000 
(315,000） 

 308,000 

346,000 

◇190,000 

215,000 

◇36,950

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 91,500 79,300 71,600 66,100 56,600 42,150 

最低（円） 69,000 65,000 63,100 50,100 38,950 36,950 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

代表取締役 ― 青木 勝稔 昭和38年３月22日生 

昭和60年４月 ㈱大京入社 

（注）３ 41,700 

平成３年３月 当社設立 代表取締役就任

（現任） 

平成14年10月 

  

㈱サプリメントサービス取

締役会長就任 

 平成19年２月  ㈱サプリメントサービス代

表取締役就任（現任） 

常務取締役 
企画販売事業

本部長 
井上 晃章 昭和42年２月27日生 

平成２年４月 ㈱大京入社 

（注）３ 253 

平成４年１月 当社入社 

平成13年４月 営業部長 

平成16年１月 執行役員営業本部長 

平成16年４月 執行役員営業本部長兼住宅

流通事業部長 

平成16年５月 執行役員営業本部長兼住宅

流通事業部長兼業務部長 

平成16年６月 取締役営業本部長就任 

平成18年４月 常務取締役企画販売事業本

部長就任（現任） 

取締役 

ＣＳＲ本部長

兼コンプライ

アンス・リス

ク管理室長 

足立 和重 昭和42年12月22日生 

平成２年４月 ㈱大京入社 

（注）３ 193 

平成５年11月 当社入社 

平成12年４月 経営企画室長 

平成15年10月 事業本部副本部長兼経営企

画室長 

平成16年１月 執行役員事業本部副本部長

兼経営企画室長 

平成16年４月 執行役員事業本部長兼経営

企画室長 

平成16年６月 取締役事業本部長就任 

平成18年５月 取締役ＣＳＲ本部長兼コン

プライアンス・リスク管理

室長就任（現任） 

取締役 
経営管理本部長

兼経営企画部長 
三浦 多実也 昭和32年５月10日生 

昭和55年４月 ㈱デサント入社 

（注）３ 118 

平成12年３月 当社入社 

平成14年４月 管理部長 

平成16年１月 執行役員管理本部経理財務

部長 

平成16年６月 取締役管理本部長就任 

 平成19年２月  取締役経営管理本部長兼 

経営企画部長就任（現任） 

取締役 
首都圏及び 

事業本部管掌 
中野 善里 昭和41年３月３日 

平成元年７月 吉内測量登記事務所入社 

（注）３ 29 

平成３年１月 近藤産業㈱入社 

平成６年３月 緑風興産㈱入社 

平成６年９月 ㈱グローワ入社 

平成８年７月 ダイア建設㈱入社 

平成11年１月 ㈱西森建設入社 

平成16年４月 当社入社 

平成17年４月 開発事業本部長 

平成18年４月 執行役員事業本部長 

平成18年６月 取締役事業本部長就任 

 平成19年４月  取締役事業本部管掌 

 平成19年５月  取締役首都圏及び事業本部

管掌（現任） 

 



 （注） １ 取締役 髙田 成郎は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

      ２ 監査役 北山 涼一、猿木 唯資、大石 英樹は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

      ３ 平成19年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から２年間であります。 

４ 平成16年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間であります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
（株） 

取締役 － 髙田 成郎 昭和43年１月21日生 

平成３年４月 監査法人朝日新和会計社

（現 あずさ監査法人）入

社 

（注）３ 223 

平成13年１月 髙田公認会計士事務所開設

(現任） 

当社 取締役就任（現任） 

平成13年２月 ㈲サイベック（現 ㈱サイ

ベック）代表取締役就任

（現任） 

平成15年３月 ㈱サプリメントサービス取

締役就任（現任） 

常勤監査役 － 北山 涼一 昭和25年11月６日生 

昭和48年３月 ㈱長谷川工務店（現 ㈱長

谷工コーポレーション）入

社 
（注）４ 36 

平成９年４月 ㈱タケツー入社 

平成12年11月 当社入社 常勤監査役就任

（現任） 

監査役 － 猿木 唯資 昭和31年６月18日生 

昭和54年４月 猿木メリヤス㈱入社 

（注）４ 36 昭和61年２月 猿木唯資税理士事務所開設 

平成12年11月 当社 監査役就任（現任） 

監査役 － 大石 英樹 昭和38年４月11日生 

平成３年８月 監査法人朝日新和会計社

（現 あずさ監査法人）入

社 

（注）４ 36 

平成13年３月 大石公認会計士事務所開設

（現任） 

当社 監査役就任（現任） 

平成13年２月 ㈲サイベック（現 ㈱サイ

ベック）代表取締役就任

（現任） 

平成15年３月 ㈱サプリメントサービス監

査役就任（現任） 

      計       42,624 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

 当社は、継続的な企業価値の向上を目指すために、株主に対する経営の透明性を高め、効率的かつ健全な企業経営

を可能にする経営管理機構の構築をコーポレート・ガバナンスに関する取り組みの基本的な考えとし、経営上の最も

重要な課題のひとつと位置づけております。 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の内容 

 当社は監査役制度採用会社であり、社外取締役を１名、社外監査役を３名選任しております。 

 会社の機関及び内部統制システムの整備状況等は以下のとおりであります。 



② 内部統制システムの整備の状況 

 当社は、コーポレート・ガバナンスの実践のため、企業理念、企業憲章、企業行動規範10カ条に従い、法令・

社会規範・倫理を当然のこととして遵守し、よき社会人・企業人として誠実かつ適切な行動を迅速に行う体制を

構築するよう取組んでおります。 

 コンプライアンス体制の整備状況としては、平成18年５月１日の会社法施行に伴い、コンプライアンスを統括

する責任者として担当役員を任命してＣＳＲ本部を設置し、コンプライアンス・リスク管理室を所管させ、ＣＳ

Ｒの推進・強化と法令遵守の徹底並びにリスクマネジメントの推進を図る体制をスタートさせました。 

      また、法令違反や問題となる事実を従業員が発見した場合、会社としてそれを速やかに把握することにより、

より大きな問題に発展することを防げるように、コンプライアンス相談窓口を設置しております。 

      当社では、「セイクレスト憲章」と同時に制定された「セイクレスト行動規範」を基準に、「コンプライア

ンス・マニュアル」を作成し、ミーティングやコンプライアンス研修などで活用することにより、周知徹底を図

っております。 

③ 内部監査及び監査役監査の状況 

 当社は内部監査室（１名）を設置しております。内部監査室は、内部監査規程に基づき業務全般に関し、法

令、定款、社内規程の遵守状況、職務執行の適切性等につき内部監査を定期的に実施し、代表取締役及び監査役

に内部監査結果を報告しております。 

 当社の監査役監査は、常勤監査役１名を含む３名全員が社外監査役であり、透明性・公平性を確保し、経営に

対する監視・監督機能を果たしております。 

 現在、監査役の職務を補佐すべきスタッフはおりませんが、必要に応じて内部監査スタッフが補助使用人を兼

務しております。 

 監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監

査部門及びその他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会

その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求め、重事な決裁書類等を閲覧し、当社内の事業所及び連結子会社において業務の調査等を行っておりま

す。また、監査法人からの会計監査結果報告（中間・期末決算毎）、月１回の監査役会などの会議を定例化して

おります。 

 内部監査室及び監査法人とは、必要に応じ、情報交換・意見交換を行うなど連携を密にし、監査の実効性と効

率性の向上を計っております。 

④ 会計監査の状況 

 当社は、証券取引法に基づく会計監査をあずさ監査法人に委嘱しておりますが、同監査法人又は業務執行社員

との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はありません。 

 当社は、同監査法人との間で、証券取引法監査についての監査契約書を締結し、これに基づく報酬を支払って

おります。平成19年３月期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については

以下のとおりであります。 

・業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員  佐藤 雄一 

指定社員 業務執行社員  近藤 康仁 

・監査業務に係る補助者の構成  公認会計士 ４名 

会計士補  ２名 

その他   ３名  

⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

・社外取締役（１名） 

人的関係     ：該当事項はありません。 

資本的関係    ：当社株式を223株保有しております。 

取引関係     ：該当事項はありません。 

その他の利害関係 ：該当事項はありません。 

・社外監査役（３名） 

人的関係     ：該当事項はありません。 

資本的関係    ：当社株式をそれぞれ36株保有しております。 

取引関係     ：該当事項はありません。 

その他の利害関係 ：該当事項はありません。 



(2）リスク管理体制の整備状況 

 平成18年５月に、ＣＳＲの推進・強化と法令遵守の徹底並びにリスクマネジメントの推進を行うことを目的とし

て、「ＣＳＲ本部コンプライアンス・リスク管理室」を設置しております。「コンプライアンス・リスク管理室」

は、リスク情報の収集・評価を行い、適切かつ迅速にリスクへの対応を図り、また、必要に応じて外部の弁護士及

び公認会計士等の専門家よりアドバイスをもらって取締役会へ報告、意見を行うこととしております。 

 情報管理体制としては、取締役又は使用人の職務の執行にかかる情報・文書の取扱いについて、社内規程に基づ

き保存及び管理しており、さらに今後、文書の保管方法や電磁的記録情報についての閲覧可能な保存管理につき整

備を図っていきます。 

 内部統制に関しては、金融商品取引法上の内部統制監査への対応として、監査役、内部監査室、ＣＳＲ本部、経

営管理本部が中心となってその対応準備を進めております。 

(3）役員報酬の内容（取締役及び監査役に支払った報酬） 

取締役 ６名  136百万円（うち社外取締役 １名 ８百万円） 

監査役 ３名   24百万円（うち社外監査役 ３名 24百万円） 

  

(4）監査報酬の内容 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  13百万円 

      上記以外の報酬はありません。 

  

    (5）責任限定契約の内容の概要 

     当社は、平成18年6月29日開催の第16回定時株主総会で定款を変更し、社外取締役及び社外監査役の責任限定契

約に関する規定を設けております。 

 当該定款に基づき当社が社外取締役髙田成郎氏及び社外監査役の全員と締結した責任限定契約の概要は次のと

おりであります。 

   （社外取締役の責任限定契約） 

     社外取締役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにつき善意でありかつ重

大な過失がなかったときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負担す

るものとする。 

     （社外監査役の責任限定契約） 

     社外監査役は、本契約締結後、会社法第423条第１項の責任について、その職務を行うにつき善意でありかつ重

大な過失がなかったときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負担す

るものとする。 

  

   (6）取締役の定数 

      当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。 

  

  （7）取締役の選任及び解任の決議要件 

      当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、累積投票によらない旨を定款に定めております。 

  

  （8）株主総会の特別決議要件 

      当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めてお

ります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うこと

を目的とするものであります。 

  

  （9）自己の株式の取得の決定機関 

      当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等によって自己の株式を取得

することができる旨を定款に定めております。これは、機動的な資本政策を可能とすることを目的とするもので

あります。 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成18年４月１日から

平成19年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金   1,945,363 1,511,833 

２ 受取手形及び売掛金   264,107 171,435 

３ たな卸資産 ※１   2,501,556 3,104,613 

４ 前払費用   63,684 34,609 

５ その他   57,069 15,166 

貸倒引当金   △3,503 △2,364 

流動資産合計   4,828,279 94.1 4,835,294 92.0

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1）建物 105,287 110,605   

減価償却累計額 14,100 91,187 17,754 92,851 

(2）工具器具及び備品 21,622 22,179   

減価償却累計額 11,277 10,345 11,831 10,347 

(3）土地   17,607 17,607 

有形固定資産合計   119,140 2.4 120,807 2.3

２ 無形固定資産   1,656 0.0 7,442 0.2

３ 投資その他の資産     

(1）投資有価証券   29,000 95,132 

(2）差入保証金   109,941 126,909 

(3）保険積立金   38,906 46,158 

(4）破産更生債権等   651,406 624,268 

(5）その他   6,564 15,590 

貸倒引当金   △656,006 △628,550 

投資その他の資産合計   179,812 3.5 279,509 5.3

固定資産合計   300,609 5.9 407,758 7.8

Ⅲ 繰延資産     

１ 社債発行費   1,933 10,560 

繰延資産合計   1,933 0.0 10,560 0.2

資産合計   5,130,821 100.0 5,253,613 100.0 

      
 



  
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１ 支払手形及び買掛金 1,279 6,834 

２ 短期借入金 ※1,2 2,291,200 1,480,001 

３ 一年内返済予定長期 
借入金 

※１ 86,880 215,704 

４ 一年内償還予定社債 160,000 200,000 

５ 未払法人税等 328,655 76,310 

６ 未払金 110,284 90,118 

７ 預り金 799,384 37,050 

８ 賞与引当金 37,404 41,943 

９ 預り保証金  － 180,125 

10 その他 26,996 27,785 

流動負債合計 3,842,084 74.9 2,355,873 44.8

Ⅱ 固定負債   

１ 社債 270,000 450,000 

２ 長期借入金 ※１ 72,080 1,496,737 

３ 繰延税金負債 367 109 

４ 退職給付引当金 54,468 67,947 

５ 負ののれん － 2,223 

６ その他 200 200 

固定負債合計 397,115 7.7 2,017,217 38.4

負債合計 4,239,200 82.6 4,373,091 83.2

（少数株主持分）   

少数株主持分 3,829 0.1 － －

 



  
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※３ 399,160 7.8 － －

Ⅱ 資本剰余金 112,840 2.2 － －

Ⅲ 利益剰余金 411,777 8.0 － －

Ⅳ 自己株式 ※４ △35,986 △0.7 － －

資本合計 887,791 17.3 － －

負債、少数株主持分及び
資本合計 

5,130,821 100.0 － － 

    

（純資産の部）   

Ⅰ 株主資本   

１ 資本金 － － 399,160 7.6

２ 資本剰余金 － － 112,840 2.2

３ 利益剰余金 － － 403,975 7.7

４ 自己株式 － － △35,986 △0.7

株主資本合計 － － 879,989 16.8

Ⅱ 少数株主持分 － － 532 0.0

純資産合計 － － 880,522 16.8

負債純資産合計 － － 5,253,613 100.0

    



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高 3,429,383 100.0 4,972,996 100.0 

Ⅱ 売上原価 1,244,263 36.3 2,707,384 54.5

売上総利益 2,185,120 63.7 2,265,611 45.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 1,658,738 48.4 1,950,608 39.2

営業利益 526,382 15.3 315,003 6.3

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息 104 1,132   

２ 受取配当金 700 －   

３ 負ののれんの償却額  － 117   

４ 保険解約返戻金 225 747   

５ 保険取扱事務手数料 559 619   

６ 預り保証金精算益 300 －   

７ 雑収入 508 2,397 0.1 413 3,029 0.1

Ⅴ 営業外費用   

１ 支払利息 46,270 121,044   

２ 社債発行費償却 8,183 2,349   

３ 投資事業組合損失 － 1,867   

４ 支払手数料 15,333 76,293   

５ 雑損失 3,085 72,872 2.1 3,865 205,420 4.1

経常利益 455,907 13.3 112,613 2.3

Ⅵ 特別利益   

１ 貸倒引当金戻入益 － 28,276   

２ 投資有価証券売却益 179,742 179,742 5.3 7,950 36,226 0.7

Ⅶ 特別損失   

１ 固定資産除却損 ※２ 2,586     757   

２ 固定資産臨時償却費  ※３  － 2,586 0.1 29,238 29,995 0.6

税金等調整前当期 
純利益 

633,063 18.5 118,843 2.4

法人税、住民税及び 
事業税 

323,795 74,391   

還付法人税等 △15,182 －   

法人税等調整額 △258 308,354 9.0 △258 74,132 1.5

少数株主利益 1,073 0.1 43 0.0

当期純利益 323,635 9.4 44,668 0.9

    



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  112,840 

Ⅱ 資本剰余金期末残高  112,840 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  88,142 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

  当期純利益  323,635 323,635 

Ⅲ 利益剰余金期末残高  411,777 

   



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 399,160 112,840 411,777 △35,986 887,791

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注）   △52,470   △52,470

当期純利益   44,668   44,668

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

    

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

― ― △7,801 ― △7,801

平成19年３月31日 残高（千円） 399,160 112,840 403,975 △35,986 879,989

  少数株主持分 純資産合計 

平成18年３月31日 残高（千円） 3,829 891,621

連結会計年度中の変動額   

剰余金の配当（注）   △52,470

当期純利益   44,668

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△3,297 △3,297

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

△3,297 △11,099

平成19年３月31日 残高（千円） 532 880,522



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税金等調整前当期純利益   633,063 118,843

２ 減価償却費   7,008 9,490

３ 負ののれんの償却額    － △117

４ その他償却費   － 15,266

５ 退職給付引当金の増加額   13,146 13,479

６ 賞与引当金の増加額   9,547 4,539

７ 貸倒引当金の減少額   △682 △28,594

８ 固定資産除却損   2,586 757

９ 固定資産臨時償却費   － 29,238

10 投資有価証券売却益   △179,742 △7,950

11 投資事業組合損失    － 1,867

12 社債発行費償却   8,183 2,349

13 受取利息及び受取配当金   △804 △1,132

14 支払利息   46,270 121,044

15 売上債権の増減額（△は増加）   △5,548 135,470

16 仕入債務の増減額（△は減少）   △64,023 56,949

17 たな卸資産の増加額   △2,501,011 △618,225

18 前払費用の増減額（△は増加）   △16,704 21,923

19 預り金の増減額（△は減少）   745,067 △762,333

20 預り保証金の増加額    － 180,125

21 その他   14,642 △66,500

小計   △1,289,001 △773,507

22 利息及び配当金の受取額   799 1,106

23 利息の支払額   △56,044 △111,334

24 法人税等の支払額   △31,700 △324,559

25 法人税等の還付額   15,182 －

営業活動によるキャッシュ・フロー   △1,360,763 △1,208,295

 



    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 定期預金の預入による支出   △80,412 △60,425

２ 定期預金の払戻による収入   60,407 80,417

３ 有形固定資産の取得による支出   △22,469 △10,690

４ 無形固定資産の取得による支出    － △36,248

５ 関係会社株式の取得による支出   － △1,000

６ 投資有価証券の取得による支出   △25,490 △81,500

７ 投資有価証券の売却による収入   259,277 21,450

８ 貸付による支出   △10,000 －

９ 貸付金の回収による収入   10,000 －

10 その他   △35,750 △16,083

投資活動によるキャッシュ・フロー   155,563 △104,080

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入れによる収入   3,940,000 4,690,000

２ 短期借入金の返済による支出   △2,057,800 △5,501,199

３ 長期借入れによる収入   115,000 1,672,227

４ 長期借入金の返済による支出   △88,250 △118,745

５ 社債の発行による収入   97,100 389,023

６ 社債の償還による支出   △140,000 △180,000

７ 配当金の支払額   － △52,470

財務活動によるキャッシュ・フロー   1,866,050 898,837

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 
（△は減少） 

  660,849 △413,538

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   1,234,306 1,895,156

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高   1,895,156 1,481,617

     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数     １社 

連結子会社の名称 

㈱サプリメントサービス 

(1）連結子会社の数     １社 

連結子会社の名称 

㈱サプリメントサービス 

  (2）非連結子会社の数    －社 (2）非連結子会社の数    －社 

２ 持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社又は関連会社がないた

め、該当事項はありません。 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① たな卸資産 

商品及び販売用不動産 

 個別法による原価法によってお

ります。 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① たな卸資産 

販売用不動産 

    個別法による原価法によってお

ります。 

 なお、一部の販売用不動産につ

いては、固定資産の減価償却の方

法と同様の方法により、減価償却

を行っております。 

  ② 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は、全

部資本直入法によっており、売

却原価は移動平均法により算

定）によっております。 

② 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

────── 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法によ

っております。 

時価のないもの 

     移動平均法による原価法によ

っております。  

 なお、投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合への出資

については、組合契約に規定さ

れている決算報告書に応じて入

手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込

む方法によっております。 

  ③ デリバティブ 

 時価法によっております。 

③ デリバティブ 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降取

得した建物（建物附属設備は除く）

については、定額法によっておりま

す。 

 耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

 取得価額が10万円以上20万円未満

の少額減価償却資産については、３

年間で均等償却をしております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における利用可能期

間（５年）に基づく定額法によって

おります。 

② 無形固定資産 

同左 

  (3）重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

 商法施行規則の規定する最長期間

（３年、３年以内に社債償還の期限

が到来するときは、その期限内）で

均等償却しております。 

(3）重要な繰延資産の処理方法 

社債発行費 

   社債の償還までの期間にわたり、

定額法により償却しております。な

お、前連結会計年度までに発生した

社債発行費につきましては、３年間

で毎期均等額を償却しております。 

  (4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 期末債権の貸倒損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

(4）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるた

め、当期末に在籍している従業員に

係る支給見込額を計上しておりま

す。 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 退職給付引当金 

 親会社は従業員の退職給付に備え

るため、退職給付会計に関する実務

指針（会計制度委員会報告第13号）

に定める簡便法に基づき会社規程に

よる期末自己都合要支給額を計上し

ております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

  (5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますので、

特例処理を採用しております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避す

る目的で金利スワップ取引を行って

おり、ヘッジ対象の識別は個別契約

毎に行っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジの有効性評価の方法 

 リスク管理方針に従って、以下の

条件を満たす金利スワップを締結し

ております。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

  Ⅰ 金利スワップの想定元本と長期

借入金の元本額が一致している。 

  

  Ⅱ 金利スワップと長期借入金の契

約期間及び満期が一致している。 

  

  Ⅲ 長期借入金の変動金利のインデ

ックスと金利スワップで受払いさ

れる変動金利のインデックスがTIB

ORで一致している。 

  

  Ⅳ 長期借入金と金利スワップの金

利改定条件が一致している。 

  

  Ⅴ 金利スワップの受払条件がスワ

ップ期間を通して一定である。 

  

   従って、金利スワップの特例処

理の要件を満たしているので有効

性の評価を省略しております。 

  

  (7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。 

(7）その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の処理方法 

同左 

５ 連結子会社の資産及び 

    負債の評価に関する

事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、部分時価評価法によっております。 

同左 

６ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

──────  負ののれんの償却については、５年間

の定額法により償却を行っております。 

７ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結会計年度中に確定した利益処分又

は損失処理に基づいております。 

────── 

 



会計処理の変更 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

８ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月

以内に満期日の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない短

期投資からなっております。 

 手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期投資からなっております。 

  

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指

針第６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 ──────―――― 

  

  

  ──────―――― 

  

  

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は879,989千

円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

  ──────――――  （繰延資産の処理方法） 

 当連結会計年度より、社債発行費につきましては、

「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会

計基準委員会 平成18年８月11日 実務対応報告第19

号）を適用しております。これに伴い、従来３年間もし

くは３年以内に社債償還の期限が到来するときはその期

限内で毎期均等償却しておりましたが、当連結会計年度

より、社債の償還までの期間にわたり、償却（月割償

却）しております。 

 これにより、当連結会計年度の経常利益、税金等調整

前当期純利益は2,276千円増加しております。 



表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「長期前

払費用」（当連結会計年度末の残高は13千円）は金額的

重要性が乏しくなったため、投資その他の資産の「その

他」に含めて表示することにしました。 

―――――――――― 

  

  

（連結損益計算書） 

 保険取扱事務手数料は営業外収益の100分の10を超えた

ため、区分掲記することにしました。なお、前連結会計

年度は営業外収益の「雑収入」に483千円含まれておりま

す。 

―――――――――― 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 

※１ （担保資産） 

 このうち短期借入金2,000,000千円の担保として抵

当に供しているものは、次のとおりであります。 

※１ （担保資産） 

 このうち短期借入金900,000千円、一年内返済予定

長期借入金144,704千円及び長期借入金1,488,417千

円の担保として抵当に供しているものは、次のとお

りであります。 

 たな卸資産 1,966,933千円  たな卸資産 3,064,863千円

※２ 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行う

ため取引銀行（㈱東京スター銀行）とコミット型タ

ームローン契約を締結しております。 

 当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。 

―――――――――― 

  

貸出コミットメントの総額 3,000,000千円

貸出実行残高 1,150,000千円

差引額 1,850,000千円

 

※３ 当社の発行済株式総数は普通株式26,555株であり

ます。 

―――――――――― 

※４ 当社の保有する自己株式数は普通株式320株であり

ます。 

―――――――――― 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

給与手当 565,704千円

賞与引当金繰入額 37,404千円

退職給付費用 17,476千円

貸倒引当金繰入額 179千円

給与手当 663,129千円

賞与引当金繰入額 41,943千円

退職給付費用 19,839千円

※２ 固定資産除却損の内容は、建物2,503千円、工具器

具及び備品82千円であります。 

※２ 固定資産除却損の内容は、建物113千円、工具器具

及び備品644千円であります。 

 ―――――――――― ※３ 開発中のソフトウエアにおける機能性等の著しい

低下に伴うものであります。 



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 普通株式の発行済株式及び自己株式の増加株式数は、平成18年10月１日付の株式分割（普通株式１：３）に伴

うものであります。 

  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注） 26,555 53,110 － 79,665 

合計 26,555 53,110 － 79,665 

自己株式         

普通株式（注） 320 640 － 960 

合計 320 640 － 960 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 52,470 2,000 平成18年３月31日 平成18年６月30日

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 26,287  利益剰余金 334 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日）

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成19年３月31日）

現金及び預金勘定 1,945,363千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △50,207千円

現金及び現金同等物 1,895,156千円

現金及び預金勘定 1,511,833千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △30,215千円

現金及び現金同等物 1,481,617千円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

工具器具及
び備品 

39,916 23,000 16,915 

取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

39,814 16,335 23,478

ソフトウエア 5,000 83 4,916

合計 44,814 16,419 28,395

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 6,256千円

１年超 11,454千円

合計 17,711千円

１年以内 9,026千円

１年超 20,206千円

合計 29,233千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 7,860千円

減価償却費相当額 7,127千円

支払利息相当額 709千円

支払リース料 8,948千円

減価償却費相当額 8,128千円

支払利息相当額 862千円

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

  

２ オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料 

１年以内 5,011千円

１年超 6,564千円

合計 11,576千円

１年以内 8,129千円

１年超 14,038千円

合計 22,168千円



（有価証券関係） 

前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１ 時価評価されていない有価証券 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

当連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

１ 時価評価されていない有価証券 

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

区分 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

① 非上場株式 29,000 

合計 29,000 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

259,277 179,742 － 

区分 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1）その他有価証券   

① 非上場株式 47,000 

② 投資事業有限責任組合 48,132 

合計 95,132 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

21,450 7,950 － 



（デリバティブ取引関係） 

１ 取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）取引の内容取引の利用目的 

 当社の利用しているデリバティブ取引は金利オプシ

ョン取引（金利キャップ取引）及び金利スワップ取引

であります。 

 当社のデリバティブ取引は、借入金利等の将来の金

利市場における利率上昇による変動リスクを回避する

目的で利用しております。 

 また、変動金利の借入金の調達資金を固定金利の資

金調達に換えるため、金利スワップ取引を行ってお

り、原則として繰延ヘッジ処理によっております。但

し、金利スワップについては、特例処理を行っており

ます。 

(1）取引の内容取引の利用目的 

同左 

① ヘッジ手段とヘッジ対象 

（ヘッジ手段）    （ヘッジ対象） 

金利スワップ      借入金の利息 

  

② ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別

契約毎に行っております。 

  

③ ヘッジの有効性評価の方法 

 リスク管理方針に従って、以下の条件を満たす金

利スワップを締結しております。 

Ⅰ 金利スワップの想定元本と長期借入金の元本

が一致している。 

Ⅱ 金利スワップと長期借入金の契約期間及び満

期が一致している。 

Ⅲ 長期借入金の変動金利のインデックスと金利

スワップで受払いされる変動金利のインデッ

クスが、TIBORで一致している。 

Ⅳ 長期借入金と金利スワップの金利改定条件が

一致している。 

Ⅴ 金利スワップの受払条件がスワップ期間を通

して一定である。 

 従って、金利スワップの特例処理の要件を満

たしているので有効性の評価を省略しておりま

す。 

  

(2）取引に対する取組方針 

 当社のデリバティブ取引は、将来の金利の変動によ

るリスク回避を目的としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引に係るリスクの内容 

 当社の利用しているデリバティブ取引は、市場金利

の変動によるリスクを有しております。 

(3）取引に係るリスクの内容 

同左 

 



２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

 （注）１ 時価の算定方法 

金利オプション契約を締結している取引銀行から提示された価格に基づいて算定しております。 

２ 金利キャップ取引については、契約額の下に連結貸借対照表に計上されたキャップ料を（ ）内に記載して

おります。 

３ ヘッジ会計の適用されているデリバティブ取引は除いております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ契約の新規締結の際には、代表取締役

及び管理本部長の承認を受けております。またデリバ

ティブ取引の状況については、逐次担当者より管理本

部長へ報告され、管理本部長より代表取締役に月次決

算資料と共に報告されることになっております。 

(4）取引に係るリスク管理体制 

  デリバティブ契約の新規締結の際には、代表取締役

及び経営管理本部長の承認を受けております。またデ

リバティブ取引の状況については、逐次担当者より経

営管理本部長へ報告され、経営管理本部長より代表取

締役に月次決算資料と共に報告されることになってお

ります。 

取引の種類 契約額等（千円） 
契約額等のうち 
１年超（千円） 

時価（千円） 評価損益（千円） 

市場取引以外の取引         

金利オプション取引         

（キャップ取引）         

買建         

コール 
100,000 

(294）

100,000 

(294） (294） (－) 

合計 
100,000 

(294）

100,000 

(294） (294） (－) 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

 （注）１ 時価の算定方法 

金利オプション契約を締結している取引銀行から提示された価格に基づいて算定しております。 

２ 金利キャップ取引については、契約額の下に連結貸借対照表に計上されたキャップ料を（ ）内に記載して

おります。 

３ ヘッジ会計の適用されているデリバティブ取引は除いております。 

（退職給付関係） 

（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

取引の種類 契約額等（千円） 
契約額等のうち 
１年超（千円） 

時価（千円） 評価損益（千円） 

市場取引以外の取引         

金利オプション取引         

（キャップ取引）         

買建         

コール 
100,000 

(7）

－ 

（－） （7） （－）

合計 
100,000 

(7）

－ 

（－） （7） （－）

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 親会社の退職給付制度は、退職一時金のみであり、

企業年金制度は採用しておりません。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務に関する事項 ２ 退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 54,468千円

退職給付引当金 54,468千円

退職給付債務 67,947千円

退職給付引当金 67,947千円

 親会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採

用しております。 

 親会社は、退職給付債務の算定にあたり簡便法を採

用しております。 

３ 退職給付費用に関する事項 ３ 退職給付費用に関する事項 

勤務費用 17,476千円

退職給付費用 17,476千円

勤務費用 19,839千円

退職給付費用 19,839千円

 親会社は、退職給付費用の算定にあたり簡便法を採

用しております。 

 親会社は、退職給付費用の算定にあたり簡便法を採

用しております。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 親会社は、簡便法を採用しておりますので、基礎率

等について記載しておりません。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

同左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日現在） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

  

（繰延税金資産） （繰延税金資産） 

ゴルフ会員権評価損 8,202千円

貸倒引当金 132,362 

未払事業税 24,208 

賞与引当金 15,200 

退職給付引当金 22,134 

未払事業所税 1,304 

その他 1,730 

小計 205,142 

評価性引当額 △205,142 

繰延税金資産合計 － 

ゴルフ会員権評価損 3,501千円

貸倒引当金 127,133 

未払事業税 6,978 

賞与引当金 17,045 

退職給付引当金 27,612 

減価償却費 6,164 

固定資産臨時償却費 11,881 

その他 3,477 

小計 203,793 

評価性引当額 △203,793 

繰延税金資産合計 － 

（繰延税金負債） （繰延税金負債） 

特別償却準備金 △367 

繰延税金負債合計 △367 

繰延税金負債の純額 △367 

特別償却準備金 △109 

繰延税金負債合計 △109 

繰延税金負債の純額 △109 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  

法定実効税率 40.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
3.1  

評価性引当額の増加 3.1  

留保金課税 2.1  

その他 △0.2  

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
48.7  

法定実効税率 40.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
22.4  

評価性引当額の減少 △1.1  

住民税均等割 1.3  

その他 △0.8  

税効果会計適用後の法人税等の負

担率 
62.4  



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業はサービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

なお、当連結会計年度より従来の事業区分の名称を以下のとおり、変更いたしました。 

(1）「マンション企画・販売代理事業」を「企画・販売代理事業」に名称変更いたしました。 

これは、分譲マンションの企画・販売代理事業に加え、有料老人ホーム販売事業や戸建住宅販売事業へ販

売業務受託チャネルを拡大していることによるものであります。 

(2）「住宅設備備品販売事業」を「インテリアプランニング事業」に名称変更いたしました。 

これは、分譲マンション購入者が求めてる間取りの設計変更及びフリープランの対応から、インテリア雑

貨及び造作家具などのインテリアコーディネート及びカラーコーディネート並びに販売等に事業を拡大し

ていることによるものであります。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

(1）企画・販売代理事業…主に分譲マンションの企画・販売代理 

(2）不動産流動化事業…主に不動産投資事業、アセットマネジメント事業及び不動産流動化に関するコンサル

ティング事業等 

(3）人材派遣事業…主に労働者派遣事業法に基づく労働者派遣事業等 

(4）インテリアプランニング事業…主に分譲マンション購入者を対象としたインテリア全般の販売 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、467,078千円であり、その主なものは親

会社の管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産は、2,089,624千円であり、その主なものは親会社での余

資運用資産、長期投資資金及び管理部門に係る資産等であります。 

  
企画・販売 
代理事業 
（千円） 

不動産流動化
事業（千円） 

人材派遣事業 
（千円） 

インテリアプ
ランニング事
業（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 1,020,011 2,245,034 82,151 82,185 3,429,383 － 3,429,383 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － 21,801 1,000 22,801 (22,801) － 

計 1,020,011 2,245,034 103,953 83,185 3,452,185 (22,801) 3,429,383 

営業費用 1,056,136 1,240,954 91,762 69,888 2,458,742 444,258 2,903,001 

営業利益又は営業損失

（△） 
△36,124 1,004,080 12,190 13,296 993,443 (467,060) 526,382 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 

資本的支出 
              

資産 379,376 2,677,904 9,362 1,741 3,068,385 2,062,436 5,130,821 

減価償却費 3,038 2,943 32 48 6,064 943 7,008 

資本的支出 18,903 1,225 － － 20,128 2,340 22,469 



当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法 

事業はサービスの系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

なお、当連結会計年度より新規事業として「企画不動産販売事業」を追加しております。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

(1）企画・販売代理事業…主に分譲マンションの企画・販売代理 

(2）不動産流動化事業…主に不動産投資事業、アセットマネジメント事業及び不動産流動化に関するコンサル

ティング事業等 

(3）企画不動産販売事業…主に分譲マンション及び分譲戸建住宅等の販売 

(4）人材派遣事業…主に労働者派遣事業法に基づく労働者派遣事業等 

(5）インテリアプランニング事業…主に分譲マンション購入者を対象としたインテリア全般の販売 

３ 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、541,796千円であり、その主なものは親

会社の管理部門に係る費用であります。 

     ４ 資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産は、1,735,542千円であり、その主なものは親会社での余

資運用資産、長期投資資金及び管理部門に係る資産等であります。 

５ インテリアプランニング事業に係る資本的支出（29,238千円）は、開発中のソフトウエアに関するものであ

りますが、バーションアップ等の理由により稼働時期が遅延する見通しとなり、機能性等の低下が著しいと

判断したため、当連結会計年度において臨時償却しております。  

  
企画・販売
代理事業 
（千円） 

不動産流動
化事業（千

円） 

企画不動産
販売事業
（千円） 

人材派遣 
事業 

（千円） 

インテリア
プランニン
グ事業（千

円） 

計 
（千円） 

消去又は
全社（千
円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益                 

売上高                 

(1）外部顧客に対する売上高 738,258 4,108,361 28,942 54,928 42,506 4,972,996 － 4,972,996 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － － 33,475 5,000 38,475 (38,475) － 

計 738,258 4,108,361 28,942 88,404 47,506 5,011,472 (38,475) 4,972,996 

営業費用 1,193,998 2,783,378 22,888 87,075 67,332 4,154,672 503,321 4,657,993 

営業利益又は営業損失

（△） 
△455,739 1,324,983 6,053 1,329 △19,826 856,799 (541,796) 315,003 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 

資本的支出 
                

  資産 308,148 3,203,876 1,754 4,275 3,745 3,521,800 1,731,813 5,253,613 

減価償却費 5,235 1,733 89 42 － 7,101 2,388 9,490 

資本的支出 8,141 566 141 － 29,238 38,087 8,850 46,938 



 （会計処理の変更） 

   従来、営業費用のうち当社の各事業所の事務所関連費用については、人員比に基づき各セグメントに配賦しており

ましたが、当連結会計年度より、事務所関連費用のうち賃借料、維持管理費並びに水道光熱費については、使用面積

比に基づき各セグメントに配賦する方法に変更しております。また、上記の営業費用の配賦方法の変更に伴い、人員

比に基づき配分していた事務所賃借に対応する保証金及び全社資産に配分していた事務所賃借にかかる前払費用も同

様の配分方法に変更しております。この変更は、企画・販売代理事業の人員の増加並びに不動産流動化事業の業容拡

大に伴い、各セグメントの資産及び費用負担関係を明確にし、各セグメントの営業損益及び資産状況をより適正に表

示させることを目的として行ったものであります。 

 なお、前連結会計年度について、当連結会計年度において用いた配賦方法及び配分方法により組み替えると以下の

とおりであります。 

        前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項

はありません。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項

はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

  
企画・販売 
代理事業 
（千円） 

不動産流動化
事業（千円） 

人材派遣事業 
（千円） 

インテリアプ
ランニング事
業（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売上高 1,020,011 2,245,034 82,151 82,185 3,429,383 － 3,429,383 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － 21,801 1,000 22,801 (22,801) － 

計 1,020,011 2,245,034 103,953 83,185 3,452,185 (22,801) 3,429,383 

営業費用 999,760 1,245,220 91,762 69,888 2,406,633 496,368 2,903,001 

営業利益 20,251 999,814 12,190 13,296 1,045,552 (519,170) 526,382 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 

資本的支出 
              

資産 339,310 2,705,914 9,362 1,741 3,056,329 2,074,492 5,130,821 

減価償却費 3,038 2,943 32 48 6,064 943 7,008 

資本的支出 18,903 1,225 － － 20,128 2,340 22,469 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） 算定上の基礎 

     １ １株当たり純資産額 

  

    ２ １株当たり当期純利益 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 33,839円98銭

１株当たり当期純利益 12,336円01銭

１株当たり純資産額 11,180円86銭

１株当たり当期純利益 567円54銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 当社は、平成18年２月20日付で１株を５株とする株式

分割を行っております。当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前連結会計年度における１株当たり

情報については以下のとおりであります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 当社は、平成18年10月１日付で１株を３株とする株式

分割を行っております。当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前連結会計年度における１株当たり

情報については以下のとおりであります。 

１株当たり純資産額 21,806円13銭

１株当たり当期純損失 14,779円15銭

１株当たり純資産額 11,279円99銭

１株当たり当期純利益 4,112円00銭

 項目 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日現在） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日現在） 

 連結貸借対照表上の純資産の部の合計額（千円） － 880,522 

 普通株式に係る純資産額（千円） － 879,989 

  差額の内訳 

  少数株主持分（千円） － 532 

普通株式の発行済株式数 （株） － 79,665 

普通株式の自己株式数 （株） － 960 

 １株当たり純資産額の算定に 

用いられた普通株式の数（株）  
－ 78,705 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 連結損益計算書上の当期純利益（千円） 323,635 44,668 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

 普通株式に係る当期純利益（千円） 323,635 44,668 

 普通株式の期中平均株式数（株） 26,235 78,705 



（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ──────――――   当社は平成19年４月25日付で1,271,000千円の資金借入

を行っております。当該資金借入の概要は以下のとおり

であります。 

 １ 資金使途   販売用不動産の購入資金 

 ２ 借入先の名称 ＳＭＢＣファイナンスサービス 

          株式会社 

 ３ 借入金利   長期プライムレート＋1.5％ 

 ４ 借入期限   平成19年12月31日返済 

 ５ 担保提供資産 当該資金借入により取得する販売用不

動産を担保として提供しております。



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１ 当期末残高欄の（ ）内の金額は内数であり、連結貸借対照表の流動負債の「一年内償還予定社債」に計上

しています。 

２ 連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額は以下のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（一年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総

額は以下のとおりであります。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

年利 
（％） 

担保 償還期限 

㈱セイクレスト 
第１回無担保 

普通社債 

平成14年 

12月26日 
80,000 

(40,000)

40,000 
0.35 なし 

平成19年 

12月26日 

同上 
第２回無担保 

普通社債 

平成15年 

６月25日 
100,000 

(40,000)

60,000 
0.27 なし 

平成20年 

６月25日 

同上 
第３回無担保 

普通社債 

平成15年 

９月25日 
150,000 

(60,000)

90,000 
0.83 なし 

平成20年 

９月25日 

同上 
第５回無担保 

普通社債 

平成17年 

12月28日 
100,000 

(20,000)

80,000 
1.04 なし 

平成22年 

12月28日 

同上  
第６回無担保 

普通社債 

 平成18年  

８月31日 
－ 

(40,000)

180,000 
0.81  なし 

平成23年 

８月25日 

同上  
第７回無担保 

普通社債 

平成18年 

 ９月27日  
－ 

 

100,000 
1.68  なし 

平成23年 

９月27日 

同上  
第８回無担保 

普通社債 

平成18年 

 ９月27日  
－ 

 

100,000 
1.34  なし 

平成21年 

 ９月25日  

合計 － － 430,000 
(200,000)

650,000 
－ － － 

１年以内 
（千円） 

１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

200,000 110,000 160,000 60,000 120,000 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 2,291,200 1,480,001 2.783 － 

一年以内に返済予定の長期借入金 86,880 215,704 2.828 － 

長期借入金（一年以内に返済予定のも

のを除く） 
72,080 1,496,737 3.228 平成20年～平成26年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 2,450,160 3,192,443 2.995 － 

１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

141,594 143,560 679,885 103,148 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

    
第16期 

（平成18年３月31日現在） 
第17期 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     1,891,103     1,488,273   

２ 売掛金     248,611     163,045   

３ 販売用不動産 ※３   2,501,399     3,104,090   

４ 貯蔵品     156     523   

５ 前渡金     52,048     653   

６ 前払費用     62,470     33,119   

７ 関係会社短期貸付金     15,000     －   

８ その他     5,675     14,628   

貸倒引当金     △2,958     △2,250   

流動資産合計     4,773,508 93.9   4,802,084 91.9 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産               

(1）建物   104,376     109,694     

減価償却累計額   13,480 90,896   17,086 92,608   

(2）工具器具及び備品   21,382     21,939     

減価償却累計額   11,197 10,185   11,671 10,267   

(3）土地     17,607     17,607   

有形固定資産合計     118,689 2.3   120,483 2.3 

２ 無形固定資産               

(1）ソフトウエア     726     6,512   

(2）電話加入権     810     810   

無形固定資産合計     1,536 0.0   7,322 0.1 

３ 投資その他の資産               

(1）投資有価証券     29,000     95,132   

(2）関係会社株式     8,000     4,789   

(3）破産更生債権等     651,406     624,268   

(4）長期前払費用     13     5,557   

(5）差入保証金     109,341     126,309   

(6）保険積立金     38,906     46,158   

(7）会員権     6,350     9,832   

(8）その他     1     1   

貸倒引当金     △656,006     △628,550   

投資その他の資産合計     187,012 3.7   283,498 5.5 

固定資産合計     307,238 6.0   411,304 7.9 

Ⅲ 繰延資産               

１ 社債発行費     1,933     10,560   

繰延資産合計     1,933 0.1   10,560 0.2 

資産合計     5,082,680 100.0   5,223,949 100.0 

      
 



    
第16期 

（平成18年３月31日現在） 
第17期 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 短期借入金 ※3,4   2,291,200     1,480,001   

２ 一年内返済予定長期 
借入金 

※３    83,760     212,324   

３ 一年内償還予定社債     160,000     200,000   

４ 未払金     98,343     87,463   

５ 未払費用     3,796     10,267   

６ 未払法人税等     326,165     69,659   

７ 未払消費税等     18,400     －   

８ 前受金     1,517     17,177   

９ 預り金     798,105     37,050   

10 賞与引当金     35,055     41,043   

11  預り保証金      －     180,125   

12 その他     262     －   

流動負債合計     3,816,606 75.1   2,335,112 44.7 

Ⅱ 固定負債               

１ 社債     270,000     450,000   

２ 長期借入金 ※３    60,640     1,488,417   

３ 繰延税金負債     367     109   

４ 退職給付引当金     54,468     67,947   

５ その他     200     200   

固定負債合計     385,675 7.6   2,006,674 38.4 

負債合計     4,202,282 82.7   4,341,786 83.1 

 



    
第16期 

（平成18年３月31日現在） 
第17期 

（平成19年３月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※１   399,160 7.9   － － 

Ⅱ 資本剰余金               

１ 資本準備金     112,840     －   

資本剰余金合計     112,840 2.2   － － 

Ⅲ 利益剰余金               

１ 利益準備金     8,000     －   

２ 任意積立金               

(1）特別償却準備金   914     －     

(2）別途積立金   50,000 50,914   － －   

３ 当期未処分利益     345,469     －   

利益剰余金合計     404,383 7.9   － － 

IV 自己株式 ※２   △35,986 △0.7   － － 

資本合計     880,397 17.3   － － 

負債資本合計     5,082,680 100.0   － － 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     － －   399,160 7.6 

２ 資本剰余金               

(1）資本準備金   －     112,840     

資本剰余金合計     － －   112,840 2.2 

３ 利益剰余金               

(1）利益準備金   －     8,000     

(2）その他利益剰余金               

特別償却準備金   －     159     

別途積立金   －     50,000     

繰越利益剰余金   －     347,988     

利益剰余金合計     － －   406,148 7.8 

４ 自己株式     － －   △35,986 △0.7 

株主資本合計     － －   882,162 16.9 

純資産合計     － －   882,162 16.9 

負債純資産合計     － －   5,223,949 100.0 

      



②【損益計算書】 

    
第16期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第17期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高               

１ 受取手数料   971,746     677,773     

２ 商品売上高   2,498     152     

３ 不動産流動化事業収入 ※１  2,245,034     4,084,551     

４ 不動産販売高   － 3,219,279 100.0 28,942 4,791,420 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１ 販売手数料   16,061     23,011     

２ 商品売上原価   2,436     144     

３  不動産流動化事業原価   1,121,767     2,590,669     

４ 不動産販売原価   － 1,140,265 35.4 22,799 2,636,623 55.0 

売上総利益     2,079,014 64.6   2,154,796 45.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   1,562,064 48.5   1,863,629 38.9 

営業利益     516,950 16.1   291,166 6.1 

Ⅳ 営業外収益               

１ 受取利息 ※３ 479     1,304     

２ 受取配当金   700     －     

３ 保険解約返戻金   －     747     

４ 保険取扱事務手数料   559     619     

５ 預り保証金精算益   300     －     

６ 雑収入   733 2,771 0.1 349 3,021 0.1 

Ⅴ 営業外費用               

１ 支払利息   43,694     116,065     

２ 社債利息   2,553     4,860     

３ 投資事業組合損失   －     1,867     

４ 社債発行費償却   8,183     2,349     

５ 支払手数料   15,333     76,293     

６ 雑損失   3,085 72,849 2.3 3,855 205,291 4.3 

経常利益     446,872 13.9   88,895 1.9 

Ⅵ 特別利益               

１ 貸倒引当金戻入益   －     27,845     

２ 投資有価証券売却益   179,742 179,742 5.6 7,950 35,795 0.7 

Ⅶ 特別損失               

１ 固定資産除却損 ※４ 2,586     757     

２ 関係会社株式評価損   － 2,586 0.1 4,210 4,968 0.1 

税引前当期純利益     624,027 19.4   119,722 2.5 

法人税、住民税及び 
事業税 

  320,144     65,746     

還付法人税等   △15,182     －     

法人税等調整額   △258 304,703 9.5 △258 65,488 1.4 

当期純利益     319,324 9.9   54,234 1.1 

前期繰越利益     26,144     －   

当期未処分利益     345,469     －   

      



不動産流動化事業原価明細書 

   不動産販売原価明細書 

   
第16期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第17期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 不動産仕入高  3,557,730 98.2 3,151,139 98.7

Ⅱ 業務委託費  2,957 0.1 7,168 0.2

Ⅲ その他  62,479 1.7 35,051 1.1

合計  3,623,167 100.0 3,193,359 100.0 

期首販売用不動産  － 2,501,399 

合計  3,623,167 5,694,759 

期末販売用不動産  2,501,399 3,104,090 

不動産流動化事業原価  1,121,767 2,590,669 

   
第16期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第17期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 不動産仕入高  － － 22,799 100.0

合計  － － 22,799 100.0 

期首販売用不動産  － － 

合計  － 22,799 

期末販売用不動産  － － 

不動産販売原価  － 22,799 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

 （注） 日付は、株主総会承認年月日であります。 

   
第16期 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  345,469 

Ⅱ 任意積立金取崩額  

１ 特別償却準備金取崩額  377 377 

合計  345,846 

Ⅲ 利益処分額  

１ 配当金  52,470 52,470 

Ⅳ 次期繰越利益  293,376 

   



株主資本等変動計算書 

第17期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

  

 純資産 

合計 

資本金 

資本剰余
金 

利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

資本 
準備金 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
  

利益剰余
金合計 

特別償却
準備金 

 別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

399,160 112,840 8,000 914 50,000 345,469 404,383 △35,986 880,397 880,397

事業年度中の変動額         

  特別償却準備金の取崩
し (注) 

    △377 377 ―   ― ―

  特別償却準備金の取崩し     △377 377 ―   ― ―

剰余金の配当(注)     △52,470 △52,470   △52,470 △52,470

当期純利益     54,234 54,234   54,234 54,234

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

－ － － △755 － 2,519 1,764 － 1,764 1,764

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

399,160 112,840 8,000 159 50,000 347,988 406,148 △35,986 882,162 882,162



重要な会計方針 

項目 
第16期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第17期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法によってお

ります。 

(1）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は、全部資本直入法

によっており、売却原価は移動平均

法により算定）によっております。 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

────── 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法によって

おります。 

時価のないもの 

      移動平均法による原価法によって

おります。  

 なお、投資事業有限責任組合及び

それに類する組合への出資について

は、組合契約に規定されている決算

報告書に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によっております。 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

デリバティブ 

 時価法によっております。 

デリバティブ 

同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

商品及び販売用不動産 

 個別法による原価法によっておりま

す。 

販売用不動産 

  個別法による原価法によっておりま

す。 

 なお、一部の販売用不動産について

は、固定資産の減価償却の方法と同様の

方法により、減価償却を行っておりま

す。 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物（建物附属設備は除く）につ

いては、定額法によっております。 

 耐用年数及び残存価額については、

法人税法に規定する方法と同一の基準

によっております。 

 取得価額が10万円以上20万円未満の

少額減価償却資産については、３年間

で均等償却をしております。 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウエアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

(2）無形固定資産 

同左 

 



項目 
第16期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第17期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

５ 繰延資産の処理方法 社債発行費 

 商法施行規則の規定する最長期間（３

年、３年以内に社債償還の期限が到来す

るときは、その期限内）で均等償却して

おります。 

社債発行費 

 社債の償還までの期間にわたり、定額

法により償却しております。なお、前事

業年度までに発生した社債発行費につき

ましては、３年間で毎期均等額を償却し

ております。 

６ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 期末債権の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

期末に在籍している従業員に係る支給

見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、退

職給付会計に関する実務指針（会計制

度委員会報告第13号）に定める簡便法

に基づき会社規程による期末自己都合

要支給額を計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理

の要件を満たしておりますので、特例

処理を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3）ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

  (4）ヘッジの有効性評価の方法 

 リスク管理方針に従って、以下の条

件を満たす金利スワップを締結してお

ります。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

  Ⅰ 金利スワップの想定元本と長期借

入金の元本額が一致している。 

  

  Ⅱ 金利スワップと長期借入金の契約

期間及び満期が一致している。 

  

 



会計処理の変更 

項目 
第16期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第17期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  Ⅲ 長期借入金の変動金利のインデッ

クスと金利スワップで受払いされる

変動金利のインデックスがTIBORで一

致している。 

  

  Ⅳ 長期借入金と金利スワップの金利

改定条件が一致している。 

  

  Ⅴ 金利スワップの受払条件がスワッ

プ期間を通して一定である。 

 従って、金利スワップの特例処理

の要件を満たしているので有効性の

評価を省略しております。 

  

９ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の処理方法 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっ

ております。 

消費税等の処理方法 

同左 

第16期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第17期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 ──────―――― 

  ──────――――  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は882,162千

円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 

  ──────――――   （繰延資産の処理方法） 

 当事業年度より、社債発行費につきましては、「繰延

資産の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基準

委員会 平成18年８月11日 実務対応報告第19号）を適

用しております。これに伴い、従来３年間もしくは３年

以内に社債償還の期限が到来するときはその期限内で毎

期均等償却しておりましたが、当事業年度より、社債の

償還までの期間にわたり、償却（月割償却）しておりま

す。 

 これにより、当事業年度の経常利益、税引前当期純利

益は2,276千円増加しております。 



表示方法の変更 

第16期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第17期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表） 

 前事業年度まで区分掲記しておりました「立替金」

（当事業年度末の残高は2,059千円）は、金額的重要性が

乏しくなったため、流動資産の「その他」に含めて表示

することにしました。 

―――――――――― 

  

（損益計算書） 

１ 販売費及び一般管理費につきましては、前事業年度

まで損益計算書において重要な科目を表示しておりま

したが、当事業年度から損益計算書の一覧性を高め明

瞭な表示を行うため、販売費及び一般管理費として一

括掲記し、重要な科目を注記する方法に変更しており

ます。なお、当事業年度において販売費及び一般管理

費を従来と同じ表示方法によった場合は次のとおりで

あります。 

（損益計算書） 

   保険解約返戻金は営業外収益の100分の10を超えたた

め、区分掲記することにしました。なお、前事業年度

は営業外収益の「雑収入」に225千円含まれておりま

す。 

広告宣伝費 93,395千円

販売促進費 10,271千円

役員報酬 102,600千円

給与手当 526,266千円

派遣労務費 64,459千円

賞与 49,015千円

賞与引当金繰入額 35,055千円

法定福利費 80,819千円

福利厚生費 11,010千円

退職給付費用 17,476千円

旅費交通費 73,835千円

減価償却費 5,470千円

賃借料 100,155千円

支払手数料 160,566千円

その他 231,670千円

 

２ 保険取扱事務手数料は営業外収益の100分の10を超え

たため、区分掲記することにしました。なお、前事業

年度は営業外収益の「雑収入」に483千円含まれており

ます。 

―――――――――― 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第16期 
（平成18年３月31日現在） 

第17期 
（平成19年３月31日現在） 

※１ 会社が発行する株式 普通株式 106,220株

発行済株式総数   普通株式 26,555株

  

 ―――――――――― 

  

※２ 自己株式の保有数  普通株式 320株  ―――――――――― 

※３ （担保資産） 

 このうち短期借入金2,000,000千円の担保として抵

当に供しているものは、次のとおりであります。 

※３ （担保資産） 

 このうち短期借入金900,000千円、一年内返済予定

長期借入金144,704千円及び長期借入金1,488,417千

円の担保として抵当に供しているものは、次のとお

りであります。 

販売用不動産 1,966,933千円 販売用不動産 3,064,863千円

※４ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行（㈱東京スター銀行）とコミット型タームロー

ン契約を締結しております。 

 当事業年度末における貸出コミットメントに係る

借入金未実行残高等は次のとおりであります。 

 ―――――――――― 

貸出コミットメントの総額 3,000,000千円

貸出実行残高 1,150,000千円

差引額 1,850,000千円

 



（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

第17期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 自己株式の増加株式数は、平成18年10月１日付の株式分割（普通株式１：３）に伴うものであります。 

第16期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第17期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 不動産流動化事業収入は、不動産投資事業及びア

セットマネジメント事業等における収入でありま

す。 

※１ 不動産流動化事業収入は不動産投資事業、アセッ

トマネジメント事業及び不動産流動化に関するコン

サルティング事業等における収入であります。 

※２ 販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりで

あります。 

※２ 販売費及び一般管理費の主なものは次のとおりで

あります。 

役員報酬 102,600千円

給料手当 526,266千円

法定福利費 80,819千円

賞与引当金繰入額 35,055千円

退職給付費用 17,476千円

広告宣伝費 93,395千円

賃借料 100,155千円

支払手数料 160,566千円

減価償却費 5,470千円

貸倒引当金繰入額 84千円

役員報酬 160,639千円

給料手当 624,549千円

法定福利費 98,222千円

賞与引当金繰入額 41,043千円

退職給付費用 19,839千円

広告宣伝費 94,580千円

賃借料 113,178千円

支払手数料 158,810千円

減価償却費 7,987千円

おおよその割合 おおよその割合 

販売費 71.8％

一般管理費 28.2％

販売費 72.0％

一般管理費 28.0％

※３ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

―――――――――― 

  

受取利息 374千円  

※４ 固定資産除却損の内容は、建物2,503千円、工具器

具及び備品82千円であります。 

※４ 固定資産除却損の内容は、建物113千円、工具器具

及び備品644千円であります。 

  
前事業年度末 
株式数（株） 

当事業年度増加 
株式数（株） 

当事業年度減少 
株式数（株） 

当事業年度末 
株式数（株） 

普通株式 320 640 － 960 

合計 320 640 － 960 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（平成18年３月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成19年３月31日現在） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

第16期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第17期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引（借主側） 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

工具器具及
び備品 

39,916 23,000 16,915 

取得価額 
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高 
相当額 
（千円） 

工具器具及び
備品 

39,814 16,335 23,478

ソフトウエア 5,000 83 4,916

合計 44,814 16,419 28,395

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 6,256千円

１年超 11,454千円

合計 17,711千円

１年以内 9,026千円

１年超 20,206千円

合計 29,233千円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 7,860千円

減価償却費相当額 7,127千円

支払利息相当額 709千円

支払リース料 8,948千円

減価償却費相当額 8,128千円

支払利息相当額 862千円

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

同左 

・利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

  

２ オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料 

２ オペレーティング・リース取引（借主側） 

未経過リース料 

１年以内 5,011千円

１年超 6,564千円

合計 11,576千円

１年以内 8,129千円

１年超 14,038千円

合計 22,168千円



（税効果会計関係） 

第16期 
（平成18年３月31日現在） 

第17期 
（平成19年３月31日現在） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

    

（繰延税金資産） （繰延税金資産） 

ゴルフ会員権評価損否認 8,202千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 132,359 

未払事業税否認 24,005 

賞与引当金損金算入限度超過額 14,245 

退職給付引当金超過額 22,134 

未払事業所税否認 1,304 

その他 1,610 

小計 203,861 

評価性引当額 △203,861 

 繰延税金資産合計 － 

ゴルフ会員権評価損 3,501千円

貸倒引当金 127,127 

未払事業税 6,413 

賞与引当金 16,679 

退職給付引当金 27,612 

減価償却費 6,164 

その他 5,100 

小計 192,597 

評価性引当額 △192,597 

 繰延税金資産合計 － 

（繰延税金負債） （繰延税金負債） 

特別償却準備金 △367 

繰延税金負債合計 △367 

繰延税金負債の純額 △367 

特別償却準備金 △109 

繰延税金負債合計 △109 

繰延税金負債の純額 △109 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

    

法定実効税率 40.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
3.1

  

評価性引当額の増加 3.0  

留保金課税 2.2  

その他 △0.1  

税効果会計適用後の法人税等の負

担税率 
48.8

  

法定実効税率 40.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されな

い項目 
22.2

  

評価性引当額の減少 △9.4  

住民税均等割 1.2  

その他 0.1  

税効果会計適用後の法人税等の負

担税率 
54.7

  



（１株当たり情報） 

  （注） 算定上の基礎 

      １ １株当たり純資産額 

  

     ２ １株当たり当期純利益 

第16期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第17期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 33,558円13銭

１株当たり当期純利益 12,171円70銭

１株当たり純資産額 11,208円47銭

１株当たり当期純利益 689円09銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 当社は、平成18年２月20日付で１株を５株とする株式

分割を行っております。当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度における１株当たり情報

については以下のとおりであります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 当社は、平成18年10月１日付で１株を３株とする株式

分割を行っております。当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度における１株当たり情報

については以下のとおりであります。 

１株当たり純資産額 21,688円58銭

１株当たり当期純損失 12,808円01銭

１株当たり純資産額 11,186円04銭

１株当たり当期純利益 4,057円23銭

項目 
第16期 

（平成18年３月31日現在）
第17期 

（平成19年３月31日現在） 

貸借対照表上の純資産の部の合計額

（千円） 
－ 882,162 

普通株式に係る純資産額（千円） － 882,162 

普通株式の発行済株式数（株） － 79,665 

普通株式の自己株式数（株） － 960 

１株当たり純資産額の算定に 

用いられた普通株式の数（株） 
－ 78,705 

 項目 
第16期 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第17期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 損益計算書上の当期純利益（千円） 319,324 54,234 

 普通株主に帰属しない金額（千円）  － － 

 普通株式に係る当期純利益（千円）  319,324 54,234 

普通株式の期中平均株式数（株）  26,235 78,705 



（重要な後発事象） 

第16期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第17期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ──────――――     当社は平成19年４月25日付で1,271,000千円の資金借

入を行っております。当該資金借入の概要は以下のとお

りであります。 

 １ 資金使途   販売用不動産の購入資金 

 ２ 借入先の名称 ＳＭＢＣファイナンスサービス 

          株式会社 

 ３ 借入金利   長期プライムレート＋1.5％ 

 ４ 借入期限   平成19年12月31日返済 

 ５ 担保提供資産 当該資金借入により取得する販売用不

動産を担保としております。  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

         【株式】 

     【その他】 

【有形固定資産等明細表】 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」の主なものは、㈱滴水の破産手続きにおける中間配当に係る戻入額

28,524千円及び一般債権の貸倒実績率による洗替額2,958千円であります。 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

㈱ファイアー 100 15,000 

㈱Gate Keeper Corporation 10 500 

Ｃ＆Ｍ証券㈱ 500 30,000 

㈱ジェイ・アムズ 15 1,500 

計 625 47,000 

    種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証券 
その他 

有価証券 

ジャパン・アジア・リーダーズ１号 

（投資事業有限責任組合） 
50 48,132 

    計 50 48,132 

資産の種類 前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累

計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末
残高 

（千円） 

有形固定資産               

建物 104,376 7,583 2,264 109,694 17,086 5,757 92,608 

工具器具及び備品 21,382 3,106 2,550 21,939 11,671 2,380 10,267 

土地 17,607 － － 17,607 － － 17,607 

有形固定資産計 143,366 10,690 4,815 149,241 28,757 8,138 120,483 

 無形固定資産                

  ソフトウエア 3,702 7,010 － 10,712 4,200 1,224 6,512 

  電話加入権 810 － － 810 － － 810 

 無形固定資産計  4,512 7,010 － 11,522 4,200 1,224 7,322 

長期前払費用 13 6,746 1,103 5,656 98 98 5,557 

繰延資産               

 社債発行費 24,550 10,976 21,650 13,876 3,315 2,349 10,560 

繰延資産計 24,550 10,976 21,650 13,876 3,315 2,349 10,560 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 658,964 3,637 318 31,482 630,800 

賞与引当金 35,055 41,043 35,055 － 41,043 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

相手先別内訳 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

③ 販売用不動産 

区分 金額（千円） 

現金 5,006 

預金   

当座預金 3,514 

普通預金 1,299,536 

定期預金 180,215 

小計 1,483,266 

合計 1,488,273 

相手先 金額（千円） 

㈱大和興産 50,908 

㈱アキムラシー・アイ・エックス 16,396 

リバーホーム㈱ 15,556 

丸紅不動産販売㈱ 8,908 

トライアンドアンクル㈱ 8,473 

その他 62,803 

合計 163,045 

前期繰越高 
（千円） 

(A) 

当期発生高 
（千円） 

(B) 

当期回収高 
（千円） 

(C) 

次期繰越高 
（千円） 

(D) 

回収率（％） 

(C) 
×100 

(A)＋(B) 

滞留期間（日） 

  (A)＋(D)  

  2  

  (B)  

  365  

248,611 866,069 951,635 163,045 85.4 86.7 

区分 金額（千円） 

販売用土地 2,353,841 

販売用建物 750,248 

合計 3,104,090 



(イ）販売用土地 

(ロ）販売用建物 

④ 貯蔵品 

⑤ 破産更生債権等 

⑥ 短期借入金 

地域別 面積（㎡） 金額（千円） 

関西地区 1,474.47 1,993,176 

関東地区 732.25 321,438 

中部地区 120,557.32 39,226 

合計 122,764.04 2,353,841 

地域別 金額（千円） 

関西地区 605,834 

関東地区 144,414 

合計 750,248 

区分 金額（千円） 

印紙 364 

切手 20 

その他 138 

合計 523 

相手先 金額（千円） 

㈱滴水 620,132 

㈱ツバサ工務店 2,749 

㈲多摩川産業  1,387 

合計 624,268 

区分 金額（千円） 

オリックス㈱ 900,000 

愛媛銀行㈱ 165,000 

㈱関西アーバン銀行 140,000 

㈱みなと銀行 80,000 

その他 195,001 

合計 1,480,001 



⑦ 社債 

 （注）１ 発行年月、利率等については、「第５経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1）連結財務諸表 ⑤ 連結附属

明細表」の「社債明細表」に記載しております。 

２ 上記記載金額は、一年内償還予定社債（当期末残高200,000千円）を含めて記載しております。 

    ⑧ 長期借入金 

 （注） 上記金額は、一年内返済予定長期借入金（当期末残高212,324千円）を含めて記載しております。 

  

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 金額（千円） 

第１回無担保普通社債 40,000 

第２回無担保普通社債 60,000 

第３回無担保普通社債 90,000 

第５回無担保普通社債 80,000 

第６回無担保普通社債 180,000 

第７回無担保普通社債 100,000 

第８回無担保普通社債 100,000 

合計 650,000 

区分  金額（千円） 

オリックス㈱ 1,145,572 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 255,550 

㈱みなと銀行 232,000 

㈱伊予銀行 67,620 

合計 1,700,742 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注） 平成19年３月16日開催の取締役会において、株主名簿管理人事務取扱場所の変更が決議され、次のとおりとな

りました。（平成19年５月７日から実施） 

      取扱場所  大阪市北区堂島浜一丁目１番５号 

      三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 １株券、５株券、10株券、100株券、500株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え   

取扱場所 
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 株券１枚につき50円及び印紙税相当額 

端株の買取り   

取扱場所 
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国本支店 

野村證券株式会社 全国本支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告より行う。ただし、やむを得ない事由により、電子公告によること

ができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。 

公告掲載URL  

    （http：//www.sei-crest.co.jp/publicnotice.html） 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社には、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1） 
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第16期） 

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 
  

平成18年６月29日 

近畿財務局長に提出 

(2） 半期報告書 （第17期中） 
自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日 
  

平成18年12月22日 

近畿財務局長に提出 

(3) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令 

第19条第２項第12号並びに第19号（財政状態

及び経営成績に著しい影響を与える事象）に

基づくもの 

  平成19年５月７日 

近畿財務局長に提出 

(4) 臨時報告書の 

訂正報告書 

平成19年５月７日付提出の臨時報告書に係る 

訂正報告書 

  平成19年５月９日 

近畿財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の監査報告書  

    

  平成18年６月29日

株式会社セイクレスト  

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐藤 雄一  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 近藤 康仁  ㊞ 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社セイクレストの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。こ

の連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社セイクレスト及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書  

    

  平成19年６月28日

株式会社セイクレスト  

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐藤 雄一  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 近藤 康仁  ㊞ 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社セイクレストの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行

った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社セイクレスト及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 １ セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より営業費用

の配賦方法及び資産の配分方法の変更を行っている。 

 ２ 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は資金の借入を行っている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書  

    

  平成18年６月29日

株式会社セイクレスト  

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐藤 雄一  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 近藤 康仁  ㊞ 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社セイクレストの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第16期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

セイクレストの平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書  

    

  平成19年６月28日

株式会社セイクレスト  

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 佐藤 雄一  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 近藤 康仁  ㊞ 

          

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社セイクレストの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第17期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

セイクレストの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は資金の借入を行っている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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